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みずほ産業調査78号

2025年5月30日

産業調査部

0

人手不足



© 2025 Mizuho Bank, Ltd.

レポートの世界観 ～「明日」の日本産業に向けてトランスフォームを遂げるため、直面する制約を乗り越える必要
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（注）「明日」の日本産業は2050年頃を想定
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

「今日」の日本産業 「明日」の日本産業
自動車産業に代表される「モノ」づくり大国 「モノ」、「コト」のハイブリッドで世界を魅了

【トランスフォームを遂げるために乗り越えなければならない制約】

＜高品質・高機能な製品群＞

◼ 競争力を有した産業（製品・機械・部品・素材）が集積しており、高品質・高
機能な製品を持続的に創出

◼ SX/GXに必要な、省資源・省エネ、低炭素な製品が多数存在し世界を
リード

＜高水準なサービス提供＞

◼ 質、スピード、ホスピタリティ、正確性など世界でも高いレベルのサービス
をアフォーダブルな価格で提供

◼ 一方、生産性の低さや、マーケティング、プライシングなど、稼ぐ力に課題
を抱える産業（企業）も存在

＜高付加価値領域でプレゼンスを発揮＞

＜業務効率性向上×高付加価値化＞

◼ 引き続き、高機能品において、他国企業のキャッチアップを排し、グロー
バルシェアを堅持・向上

◼ なお、日本企業が不得意な規模の戦いになりがちな汎用品については他
社との連携や統合など、全体最適を実現

◼ 自然・文化・食など、日本の観光資源を活かすことによるインバウンド産
業の活性化や、高齢化の進行によるヘルスケア、シルバー需要の拡大を
見込む

◼ 自働化・省人化を進めることで、業務の効率性を高め、人間にしかできな
い業務に集中することで付加価値を向上

製
造
業

非
製
造
業

制約を乗り越える過程で、技術、製品、サービスの創出に挑み、新たなビジネスチャンスを獲得

＜人手不足＞
• インバウンドなど成長産業の収益機会を逸失
• ヘルスケアなど、暮らしに必要不可欠なサー
ビスの維持が困難に

• 従来培ってきた「匠」の技の不継承による製品、
サービスの質低下

＜エネルギー制約＞
• 電化やデジタル化進展による電力需要増加
• CO2排出削減圧力の増大
• 地政学リスクの高まりによる安定供給懸念や
価格高騰

＜資源制約＞

• 鉱物資源：重要鉱物の埋蔵・生産・精錬が特
定国に偏在しており地政学リスクを抱える

etc.

本稿のスコープ 総合編（エネルギー制約パート） 補論
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レポートの世界観 ～社会課題解決に資する製品・技術・サービスのビジネス化を通じて「ありたき姿」へ転身
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（出所）みずほ銀行産業調査部作成

Action

【To-Be】

非製造業

製造業

業務効率性向上×
高付加価値化

高付加価値領域で
プレゼンスを発揮

【As-Is】

非製造業

製造業

高水準なサービス
提供

高品質・高機能な
製品群

G
a
p

◼ 製造業は、先端部品・素材などの高付加価値領域で常に新し
い価値を創出し続けることで高いステイタスを維持・向上

◼ 非製造業は、AI・ロボット等を活用し生産性を向上。人間は「情
緒的価値」を訴求することで産業としての稼ぐ力を強化

2025 2050

人手不足

◼ AI（産業特化AI）
➢ 連合学習技術を用いてク
ローズデータをスケール
化することにより、産業毎
の異なる要求タスクに適
合するAIを開発

◼ ロボット
➢ 個別産業の要求に応える
標準規格ロボットの開発

➢ ユーザーニーズの吸い上
げと要素技術の集約を通
じ非製造業を中心に導入

◼ 自動運転
➢ 開発・製造：車両開発・製
造、自動運転システム

➢ システム：配車システム、
遠隔監視システム

➢ サービス：遠隔監視・駆け
付け・メンテ等サービス、
移動体験サービス

【制約を乗り越える過程で生み出す製品・技術・サービス例】

エネルギー制約

＜消費エネルギーを減らす＞
◼ 光電融合デバイス
➢ データ伝送時の損失抑制
◼ 超電導電線
➢ 電気抵抗が存在せず、大
電流が損失なく通電可能

→電力需要増大は世界的課題
であり、日本が率先して解決
することで外貨獲得にも貢献
＜供給エネルギーを増やす＞
◼ 直接水素製造
➢ 太陽光を利用して水を電
気分解し水素を生成

◼ ペロブスカイト太陽電池
➢ 従来品よりも軽量・柔軟で
変換効率の向上も展望

→日本と同様のエネルギー制
約を持つ国へのソリューショ
ン提供で稼ぐことを期待
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サマリー ～総合編 人手不足～
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◼ 少子高齢化の進行に伴って日本の生産年齢人口は減少の一途をたどっており、2040年、2050年に向けてさらなる減少が

見込まれる。かかる中で持続的な経済成長を実現するには、一人当たりの労働生産性を高めることが不可欠である。特に

日本のGDPの約8割を占め、労働集約型の産業が多くを占める非製造業の生産性向上は喫緊の課題といえる。生産性向

上が進まない場合、2050年には1,800万人超もの人手不足が発生することが想定される

◼ 人手不足解消に向けた打ち手の一つとして女性・高齢者や外国人労働者をはじめとした労働力の強化が期待される中、加

えてAIやロボット、自動運転など、人の代わりとなる、あるいは人をサポートするテクノロジーの積極的な活用が重要である。

テクノロジーの活用が相応に進んだ場合には、2050年における人手不足を概ね解消することが期待できる

◼ 上記のようなテクノロジーの導入進展は人手不足ソリューションを提供する事業者にとってビジネスチャンスとなり、加えて介

護、宿泊といった人手不足産業にとっても売上逸失の回避に繋がるほか、人手不足解消で捻出した労働力の有効活用はさ

らなる売上拡大のチャンスとなる。人手不足解消を通じて創出される市場規模は、44兆円にものぼると想定される

◼ AIやロボットの導入が進んだ世界において、AIやロボットに任せるべき作業は任せ、人間は、“人間にしかできない”業務に

注力することが求められる。特に情緒的価値（消費者の感性に訴えかける「見えない価値」）を提供する領域は“人間にしか

できない”業務として残存

◼ 今後労働力人口の減少に伴い人材の希少性が高まれば、特に非製造業において人手を介する業務にプレミアムが発生し、

サービスの単価の上昇が期待できる。また、製造業においては、汎用品について他社との協調を進める一方、先端領域へ

の注力により生産性向上の実現が求められる。このように非製造業／製造業双方における一人当たりの付加価値向上が

一人当たりの人件費の上昇へと繋がり、持続的な成長を実現する両輪となるだろう

◼ 人手不足を奇貨として長年の課題であった生産性向上を実現するとともに、さらに今後成長が期待される領域に注力するこ

とで、2050年、さらにその先も発展を続ける日本の姿に期待したい

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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１．はじめに
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日本の人口推移 ～足下の出生数の減少影響は2040年以降に発現する見込み

6

◼ 出生から社会に出るまでの期間を20年前後とすると、コロナ禍を経て、出生数が70万人程度に落ち込んだ影響は、2040～

2050年頃に発現する見通し
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第2次ベビーブーム
の終了

1

（注）2030年以降の出生数は国立社会保障・人口問題研究所における予測値（出生中位）
（出所）United Nations、国立社会保障・人口問題研究所資料より、みずほ銀行産業調査部作成

2 出生数の落ち込み

影響が顕在化
するおそれ

（万人）

約20年後

約20年後

現在
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人口減を踏まえた「明日」の日本 ～労働投入量が減る中で労働生産性の向上が不可欠
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「明日」の日本「今日」の日本「昨日」の日本

（注1）「今日」の日本の人口は2024年実績、労働投入量・実質GDPは2023年実績。なお、労働投入量は就業者数×雇用者の労働時間で簡易的に算出
（注2）人口の将来見通しは出生中位（死亡中位）
（出所）内閣府資料、国立社会保障・人口問題研究所資料より、みずほ銀行産業調査部作成

人
口

• 総人口数：1.3億人
（うち生産年齢人口：0.9億人、全体の7割）

• 出生数：119万人
• 高齢化率：17%

• 総人口数：1.2億人
（うち生産年齢人口：0.7億人、全体の6割）

• 出生数：72万人
• 高齢化率：29%

• 総人口数：1.0億人
（うち生産年齢人口：0.5億人、全体の5割）

• 出生数：62万人
• 高齢化率：37%

労
働
投
入
量

• 全体：1,219億時間
• 製造業：241億時間
• 非製造業：979億時間

• 全体：1,137億時間（▲7%）
• 製造業：197億時間（▲18%）
• 非製造業：940億時間（▲4%）

実
質
G
D
P

• 全体：487兆円
• 製造業：95兆円
• 非製造業：392兆円

• 全体：559兆円（+15%）
• 製造業：122兆円（+28%）
• 非製造業：437兆円（+11%）

労
働
生
産
性

• 全体：3,995円／時間
• 製造業：3,942円／時間
• 非製造業：4,004円／時間

• 全体：4,919円／時間（+23%）
• 製造業：6,182円／時間（+57%）
• 非製造業：4,654円／時間（+16%）

◼ 足下の出生数に鑑み、少なくとも2040～2050年の生産年齢人口の更なる減少は不可避であり、一人当たりの付加価値を

高めない限り、日本産業全体が停滞する可能性

2000年 2050年2025年

労働力人口の減少に加え、一人当たり
労働時間の増加も想定し難いことから、

労働投入量は減少

人口減少・
高齢化（注2）

◼ 労働投入量が減少する中で、経済成
長を実現するためには資本投入及び
TFP（全要素生産性）の向上が不可欠

◼ 中でも、日本のGDPの約8割を占め、
労働集約型の産業が多い非製造業の
労働生産性の引き上げは、日本全体
の浮沈の鍵を握る
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「明日」の日本に向けて ～産業別の労働生産性、労働投入量について
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◼ 多数のエッセンシャル産業や、成長が期待できるインバウンド産業を中心に、非製造業の労働生産性の引き上げを行いな

がら、製造業も更なる高みを目指す必要

（注）バブルサイズは一人当たりの付加価値を示す
（出所）内閣府資料より、みずほ銀行産業調査部作成
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産業別 労働生産性、労働投入量（2023年度、青＝製造業、緑＝非製造業）（注）

（円／時間）

労
働
生
産
性

（実
質
）

（億時間）

労働投入量

化学

情報・通信機器
電子部品・デバイス

一次金属

電気
機械

輸送用
機械 情報

通信
機械紙・パルプ

窯業・
土石

繊維
金属製品

食料品

農林水産

宿泊・飲食

運輸
郵便

建設

その他サービス

卸売・
小売

保健衛生・
社会事業

専門・科学技術、
業務支援サービス

製造業
 高いグローバルプレゼンスを誇る自動車産業を中心に、多数のニッチトップ

製品を抱える機械、部品、素材など、産業の裾野の広さは世界有数

非製造業
 医療・介護、農業、物流、小売など、国民生活の基盤となるエッセン

シャル産業
 今後の日本の外貨獲得の柱と期待されるインバウンド産業

支える

稼ぐ
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「明日」の日本に向けて ～実質GDP、就業者数の今後の見通し
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◼ 過去、労働生産性を向上させてきた製造業と異なり、就業者数を増やすことで付加価値を増やしてきた非製造業は、特に、

一人当たりの付加価値を高める必要性に迫られる

実質GDP、就業者数の今後の見通し

（注）2050年のGDP、就業者数はみずほ銀行産業調査部予測値
（出所）内閣府資料より、みずほ銀行産業調査部作成

「明日」の日本「今日」の日本「昨日」の日本
2000年 2050年2025年

0

100

200

300

400

500

600

700

GDP

製造業 非製造業

0

100

200

300

400

500

600

700

就業者数

（兆円） （10万人）

0

100

200

300

400

500

600

700

GDP

製造業 非製造業

0

100

200

300

400

500

600

700

就業者数

（兆円） （10万人）

0

100

200

300

400

500

600

700

GDP

製造業 非製造業

0

100

200

300

400

500

600

700

就業者数

（兆円） （10万人）

製造業：非製造業は
GDP、就業者数ともに2割：8割

製造業は労働生産性を向上させ、
非製造業は労働力を強化
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「明日」の日本に向けて ～製造業・非製造業のありたき未来と避けたい未来
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◼ 製造業、非製造業ともに就業者数は2割程度の減少を見込む。かかる状況下、製造業においては汎用領域から高機能領域

へのシフトを加速させ、非製造業は、自働化・省人化を進め、人間にしか出来ない業務へと注力

（注）2050年の就業者数はみずほ銀行産業調査部予測
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

1.00 

0.80 

2022年 2050年e

製
造
業

非
製
造
業

1.00 

0.76 

2022年 2050年e

ありたき未来と避けたい未来について

＜就業者数（2022年=1.00）＞

ありたき未来

汎用領域を縮小し、高機能領域を拡大することで、一人当たり
付加価値を拡大

モノ売りからコト売りへと事業ドメインを広げ、新たな付加価値
を取り込む

次世代の種をまき続け、世界をリードする技術・製品を創出

避けたい未来

現場の負荷が増大することで製品の質、量ともに低下するな
ど、一人当たりの付加価値が伸び悩み

中国を中心とした海外メーカーのキャッチアップが進み、モノ
づくりの強みを喪失／薄弱化

ありたき未来

自働化・省人化を進め、人間は、「人間がやるべき業務」に注
力することで一人当たり付加価値を拡大

インバウンド産業：訪日外客数の伸長に合わせて、取りこぼす
ことなく需要を獲得

エッセンシャル産業：サービスの持続可能性を確保

避けたい未来

テクノロジー活用が進まず現場の負荷が増大、サービスの質、
量ともに低下するなど、一人当たりの付加価値が伸び悩み

インバウンド産業：「人」の要因で需要拡大に対応できず失注
エッセンシャル産業：現場の負荷が限界を超え、一部の地域
や職種において供給が困難に
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２．人手不足の現状と今後
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人手不足とは、労働需要と労働供給のギャップ
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◼ 人手不足とは、労働需要と労働供給の間のギャップを意味し、従業員や顧客、自社などにマイナス影響を与える

労働需要

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

人手不足のイメージおよび人手不足によって生じる弊害

労働供給

人手不足

【労働環境の悪化】

【生産活動やサービスの「質」の低下】

【賃金の上昇圧力】

 従来の製品やサービスを提供するために、既存の従業員が通常以上の業務量をこなさ
なければならず、長時間労働や休日出勤など過重労働が発生

 有給休暇が取得できない、あるいは取得しづらいといった「得べかりし利益」を逸失
 上記に伴い、離職率が上がり、人手不足が悪化する負のスパイラルに陥るおそれ

【生産活動やサービスの「量」の制限】

 生産やサービス提供に必要な従業員数が不足することで、業務の遅延や停止が発生
 工場の稼働率を下げる、店舗の営業時間を短縮するなど既存事業への影響に加えて、
新規の出店や事業、プロジェクトの遅延や見送りに至るケースも

 労働環境の悪化により、ミスの増加や生産速度の低下といったマイナス影響が発現
 経験豊富な従業員が不足することで、従来同様の品質の確保が困難に
 顧客への対応が遅れたり、不十分になったりすることで顧客満足度が低下

 企業としては、賃上げにより既存従業員の離職率低下を図るとともに、採用競争が激化
する中で人材獲得のために、より高い賃金を提示する必要

 人件費上昇に対して価格転嫁できない、若しくは、賃上げができない企業については、
人手不足が深刻化する見込み

＜人手不足による影響＞
対従業員

対顧客

対自社

対顧客
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人手不足を発生させる主要因 ～地域差・職種差・繁閑差の3点

13

（注）有効求人倍率は2024年12月時点、売上高は2023,2024年実績の平均
（出所）厚生労働省、総務省資料より、みずほ銀行産業調査部作成

地域差（有効求人倍率） 職種差（有効求人倍率） 繁閑差（売上高）
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 有効求職数も相応にあるものの、有効求人数が上
回るケース（東京）と、有効求職数が少ないケース
（地方部）に分かれる

 建設や介護、物流などで人手不足感が強い
 労働環境や雇用条件などで倍率は大きく異なる

 夏季休暇や年末・年始、期末月など、業界毎に繁
閑差があり、ピーク時には人手不足感が強まる
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人手不足の現状 ～コロナ禍を経て、人手不足感は益々強まる

14

◼ 2014年頃から雇用人員判断D.I.（過剰－不足）はマイナスに転じ、コロナ影響により一時的に余剰人員が発生したものの、

足下は、建設や宿泊・飲食を中心とした非製造業の人手不足感は強い

雇用人員判断D.I.の推移（2010~2024年） 業種別 雇用人員判断D.I.（注）の推移（2010~2024年）
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（注）各年の3月、6月、9月、12月の平均値
（出所）両図ともに、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足の現状 ～「人手」が増える中で労働投入量が減少したことも一因

15

◼ 過去20年間で、非正規雇用を中心とした就業者の増加により労働人口は約800万人増加。他方、一人当たりの労働時間は

働き方改革の進展、相対的に労働時間の短い非正規雇用者の増加で10%以上減っており、労働投入量は5%減少

労働投入量の推移（2002~2023年）
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「労働人口」の推移 一人あたり「労働時間（年間）」の推移 「労働投入量」の推移
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（注）2011年は岩手県、宮城県、福島県を除く全国結果。役員を除く。一人あたり労働時間（年間）の数値は常用労働者
（出所）いずれの図表も、総務省「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足の現状 ～非正規雇用者数の推移：女性、高齢者（男性・女性）の就業を促進

16

◼ 男性、女性ともに、高齢者を含めた非正規雇用者が増加した結果、女性、高齢者の就業率は他国比でも高い水準に到達

非正規雇用者数の推移（2002~2023年） 女性、高齢者（男性・女性）の就業比率の推移
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（うち高齢者+151万人）
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（うち高齢者+172万人）

（注）2011年は岩手県、宮城県、福島県を除く全国結果。役員を除く
（出所）総務省「労働力調査」より、みずほ銀行産業調査部作成
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（注）女性の就業比率のG7比較は、「15～64歳就業者数」／「15～64歳人口」で算出
（出所）総務省資料、OECD統計資料より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足の現状 ～産業による跛行性はあるものの、徐々に高齢化が進行

17

◼ 出生数の減少並びに高齢者の労働参加の拡大を受けて、日本産業全体として高齢化が緩やかに進行。特に、農業や一部

のサービス業においては業務遂行上高齢者の活躍が欠かせない状況に

年齢階級別の就業者数構成比の推移（2000~2023年） 産業別 高齢化率（2023年）

（出所）両図ともに、総務省資料より、みずほ銀行産業調査部作成

11% 9% 8% 8% 8% 8%

22% 22%
20% 18% 17% 17%

19% 21%
23%

24%
20% 19%

24% 21% 20% 22%
24% 24%

16% 19% 19% 18% 18% 18%

7% 8% 9% 11% 13% 14%

2000 2005 2010 2015 2020 2023

15~24歳 25~34歳 35~44歳 45~54歳 55~64歳 65歳~

• 2000年時点で1/3を占めていた15～34歳の就業者は、2023年時点で1/4

に減少（▲8%）
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者は7%から14%へと倍増

• 農業の高齢化率は他産業比突出して高く、5割超を高齢者が占める

• また、宿泊業や建設業、介護など農業同様に肉体労働を必要とする産業
において2割近くを高齢者が占める（高齢者の雇用の受け皿という見方と、
高齢者によって支えられているという側面あり）
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人手不足の現状 ～技能継承：高齢化が進むことで生じる課題

18

◼ 技能継承に問題ありと感じる事業所は全体で4割を超え、中でも建設業や製造業は6割に到達。採用や退職という「人」の問

題のみならず、可視化・標準化や仕組みが出来ないという「構造」の問題の解決が必要

技能継承に問題ありと感じる事業所 技能継承の発生要因およびリスク（例）

（出所）厚生労働省資料より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足の現状 ～採用並びに離職防止のためには賃上げが必要に

19

◼ 従来、企業は自社の業績を踏まえて賃金を改定してきたが、人材獲得競争の激化に伴い、自社の好況・不況に関わらず賃

上げが必要な局面を迎えている

民間主要企業春季賃上げ率 賃金の改定に当たり最も重視した要素別企業割合の推移
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（出所）両図ともに、厚生労働省資料より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足の現状 ～後継者難、従業員不足が解決しない場合、廃業を選択せざるを得ない

20

◼ 高齢化が進む中で後継者が見つからない「後継者難」倒産、従業員の退職や採用難による「人手不足」倒産が、中小企業を

中心に増加傾向

後継者難、人手不足を理由とした倒産件数の推移 「従業員退職型」倒産件数の推移

（出所）両図ともに、帝国データバンク「全国企業倒産集計」より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足の今後 ～2050年時点では1,800万人超の人手不足が発生する可能性

21

◼ 今後の人口動態、各産業の成長性をベースに、日本産業全体の人手不足は、2040年時点で1,246万人（人手不足率17%）、

2050年時点で1,863万人（同26%）と予測
人手不足数・人手不足率の推移見込み 業種別 人手不足数・人手不足率見込み（2050年時点）

（注）2022年時点の人手不足数＝未充足求人数、人手不足率＝未充足求人数÷（就業者数＋未充足求人数）で算出。2030年以降は、人手不足数＝労働需要－労働供給としてみずほ銀行産業調査
部が予測。労働供給は国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（出生中位・死亡中位）より、各年代の人口見通し×労働力率を合算して算出。各年代の労働力
率は、足下実績を横置き。労働需要は、2050年までのGDP成長率0.5%／年を前提に業種別に算出した数値を合算

（出所）両図ともに、国立社会保障・人口問題研究所資料等より、みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足の今後 ～一人当たりどの程度負荷が増加するか？（同じ量のアウトプット・同じ労働生産性を前提）

22

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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10 10 10 10 10

10 10 10 10 10

100 アウトプット（合計）

13 13 13 13 13

13 13 13

14 14 14 14 14

14 14

17 17 17 17 17

17

一人当たり+11% 一人当たり+25% 一人当たり+43% 一人当たり+67%

11 11 11 11 11

11 11 11 11

人手
不足率

人手
不足率

人手
不足率

人手
不足率

労働負荷 労働負荷 労働負荷 労働負荷
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人手不足の今後 ～各産業への影響①：製品・サービスの量

23

2050年頃

▲10%

一定の負荷はかかる
ものの、吸収できなく
はない水準か

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

▲20%

従来通りの製品・サー
ビスの提供が限界を
超える業務が発生

▲30%

オペレーションの歪み
が発生し、現状通りの
サービス・製品の供給
が困難に

▲40%

現場が危機的な状況
となり、産業の持続性
に疑義が発生

2040年頃2030年頃

農林水産業

医療・福祉、
その他サービス（飲食、宿泊他）

－

－

農林水産業

製造業

建設、運輸、医療・福祉、
その他サービス（〃）

－

農林水産業

卸売・小売業

製造業

建設、運輸、情報通信、
医療・福祉、その他サービス（〃）

 一部の過剰なサービスが変更・停止
 積極的な賃上げなかりせば、中小企
業を中心として徐々に離職率が上昇
する可能性

 対象となる産業なし

 対象となる産業なし

 収量の大幅な減少、作物の品質低下、
耕作放棄地の増加

 食料自給率の一層の低下、貿易赤字
の拡大に繋がるおそれ

 同左  同左

 同左（状況がさらに悪化）  同左（状況がさらに悪化）

 対象となる産業なし

 大企業でも納期の延長やコスト上昇
により対応するケースが増加

 サプライチェーンへの影響が徐々に
顕在化し、体制の見直しが必要に

 建設や運輸では工期や配送期間が
伸びるなど、サービスの質が低下

 宿泊業においても観光客を受けきれ
なくなり、稼働抑制の動きが加速

 一部地域／業務で提供困難なサービ
スが発生し、（特にサービス停止時の
影響が大きい）介護では社会問題化
するおそれ

【人手不足率】
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80 90 100 110 120

病院
大学教育

旅行サービス
ホテル（高級）

洗濯物のクリーニング
モバイル回線のプロバイダー

博物館・美術館
航空旅客
ファミレス

ハンバーガーショップ
コーヒーショップ

コンビニエンスストア
ホテル（中程度）

テレビ受信サービス
宅配便

地下鉄（近距離）
総合スーパー

不動産業
百貨店

ATM、送金サービス
遠距離鉄道
レンタカー

ホテル（エコノミー）
郵便

自動車整備
タクシー

理容・美容（含むエステ）
配電・配管の補修・管理

価格 品質

人手不足の今後 ～各産業への影響②：製品・サービスの価格

24

価
格

製品・サービスの「供給力」

①供給力が減少

②価格が上昇

【価格】 【供給力】

均衡点

◼ 製品・サービスの供給力が弱くなることで、製品やサービスの価格は全体的に上昇。従前まで、日本の消費者は割安なサー

ビスを享受してきたが、今後は質に対して適正（場合によっては割高）な対価が前提に
製品・サービスの供給力減少に伴う価格への影響

＜現状＞

• 産業によっては、維持困難
な製品・サービスが出てき
ているものの、概して、従
来通りの対応を継続

＜将来＞

• 供給力が減少することで、
全体的に製品やサービス
の価格が上昇

• 消費者が得ていた「お得
感」が徐々に薄れる

（出所）（公財）日本生産性本部「サービス品質の日米比較（2017年7月）」より、みずほ銀行産業調査部作成

＜日本滞在経験のある米国人の評価（日本の価格が高い順）＞

日本の方が高い

日本の方が品質が高く、価格が安い
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３．人手不足解消に向けた打ち手
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人手不足解消に向けた打ち手は大きく4つ

26

◼ 今後の人手不足を乗り越えるためには、従来取り組んできた現場の改善や労働力の強化に加えて、ロボットやAIなど、人の

代わりとなる、あるいは人をサポートするテクノロジーを使いこなす必要あり

【人手不足】

労働力の強化

現場の改善

【打ち手】

工程の見直し

レイアウト変更

作業の最適化を追求することでムリ・ムダ・ムラを排除

工場や店舗等の動線を改善することで効率化

女性・高齢者

外国人労働者

制度やインフラ等の見直しによる一層の社会活躍を促進

更なる門戸開放、日本の魅力の発信により受け入れ拡大

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

人手不足解消に向けた打ち手・具体例

ロボット活用

AI活用・
デジタル化

産業用ロボット

サービスロボット

AI

デジタル化

事務作業や管理業務など、多様な領域で作業の効率化
に貢献、あるいは人手を代替
－AIの進化により、対応可能なタスクの範囲が拡大

ハードウェア

ソフトウェア

徐々にユースケースが積み上がることで普及が進む

ハード・ソフトの進化により、従来困難だった領域で採用
次頁以降で
詳述
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労働力の強化 ～高齢者や非正規雇用者の雇用促進に向けた取り組み

27

◼ 高年齢者雇用安定法改正による定年延長を受けて、高齢者の就業比率は、長期的には上昇しているものの足下は停滞

◼ 「103万円の壁」見直しなど、各年代を通じた働き控え解消に向けた取り組みも進む

高齢者の就業者数・就業比率の推移（2008～2023年） 非正規雇用者の働き控え解消 ～「103万円の壁」の見直し（注）

553

914
19.7%

25.2%

0

500

1,000

1,500

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

就業者数（右軸） 就業比率

（CY）

高年齢者雇用安定法
改正（2013年）

高年齢者雇用安定法
改正（2021年）

高年齢者雇用安定法改正
（2013年）

定年を65歳に引き上げ

高年齢者雇用安定法改正
（2021年）

定年を70歳に引き上げ

＜高年齢者雇用安定法改正＞

（万人）

（出所）総務省資料より、みずほ銀行産業調査部作成

給与所得控除
55万円

給与所得控除
65万円

課税所得
控除額

（給与所得控除、基礎控除）

年間収入

年間収入が103万円を超過すると所得税の課税対象になることから、
収入を103万円以内に収めるべく働き控えが発生

103万円

160万円

＜「103万円の壁」とは＞

＜「103万円の壁」から「160万円の壁」へ＞

◼ 2025年2月、自民党の税制調査会は税制関連法案修正の方針を表明
◼ 所得税の課税最低限となる基礎控除と給与所得控除の合計額は、

103万円から160万円に引き上げられる見通し

（所得税の課税最低限金額 引き上げ）

【現行】 【見直し後】

103万円

所得税の課税対象 所得税の課税対象外

（注）2025年3月末時点の情報に基づく
（出所）公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

基礎控除
95万円

基礎控除
48万円
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（万人）

労働力の強化 ～外国人労働者：技能実習、高度人材を中心に増加傾向

◼ 外国人労働者は、過去16年間で、高度人材・技能実習を中心に180万人増加し230万人に到達。今後も、様々な産業で活

躍が期待される（尚、技能実習については2027年から育成就労制度へと移行予定）

0

50

100

150

200

250

身分に基づく在留資格 資格外活動

技能実習 特定活動

専門的・技術的分野の在留資格

在留資格別外国人労働者数の推移（2008～2024年）

（CY）

28

増減
（2008～
2024年）

+63

▲1

+47

+31

+40

高度専門職
日本の学術研究や経済の発展への寄与が見込まれ
る高度の専門的な能力を持つ人材が対象

2012年に開始した「高度人材ポイント制（注）」に基づき、条件を満たす
人材に出入国在留管理上の優遇措置を付与することで受け入れ拡大

特定技能
人手不足とされる12の特定産業分野における知識、
経験、技能を持つ人材が対象

2019年の制度開始後、国内の人手不足の進行等を背景に20万人
（2024年10月末時点）まで受け入れ拡大

※ 2027年以降は国内の人材育成・確保を目的とした「育成就労制度」に移行。
原則3年間の育成を経て、特定技能の資格取得を目指す

国内の人手不足進行、および途上国人材の技能習得・習熟ニーズを
背景に受け入れ拡大

高度な専門的職業、大卒ホワイトカラー・技術者、
外国人特有又は特殊な能力等を活かした職業が対象

（注）学歴・ 職歴・年収等の項目毎にポイントを付け、その合計が一定点数以上に達した人材に在留資格を許可する制度
（出所）厚生労働省「外国人雇用状況」より、みずほ銀行産業調査部作成

専門的・技術的
分野の在留資格

実習生に技能等の習得・習熟を促し、出身国の経済
発展を担う「人づくり」に協力することを目的とする

技能実習
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ロボット・AIの活用 ～日本の現状と今後の方向性

29

◼ 産業用ロボットに関して日本は高いプレゼンスを有しているものの、サービスロボットについては市場開拓の段階

◼ AIについては、ルールづくりを進めながら、産業特化型AIの開発など、勝ち筋を模索する展開か

（出所）総務省資料、内閣府資料、IMF、IFRより、みずほ銀行産業調査部作成

ロボット

作る

 産業用ロボット： 高いグローバルシェアを有するロボットメーカーが複数存在
し、機能性や信頼性で世界をリード

 サービスロボット： 企業数では、米国、中国、ドイツに次ぐ世界第4位（2023

年）。産業用ロボットほどのプレゼンスは見られず

使う

 産業用ロボット： 首位中国には劣後するものの、年間の導入台数は世界2位
（2023年）

 サービスロボット： 医療用や輸送用など特定業務で利用が進むものの依然と
して範囲は限定的 ※なお、概して、世界的にも普及スピードは緩やかであり
大きな差はない

AI

作る

 アカデミア： 論文数では、米国、中国、英国、ドイツ、カナダがリードしており、
日本は世界11位（2023年）

 インフラ： AIの準備レベルを示すAI Preparedness Indexでは、日本は世界
12位（2023年）

 企業： 新たに資金調達を受けたAI企業数では、日本は世界10位（2023年）

使う

 企業： 業務における生成AIの活用状況は19%。米国37%、ドイツ34%、中国
27%と大きく乖離（2024年）

 個人： 生成AIの利用経験は9%にとどまり、米国46%、中国56%と、企業同
様に海外にビハインド（2024年）

ロボット・AIの日本の現状と今後の方向性について

【産業用ロボット】

•変種変量に対して柔軟に対応する必
要がある三品産業（食品、化粧品、医
薬品）の自動化が長年のテーマ

•小型で自由度が高い協働ロボットも
徐々に浸透

【サービスロボット】
•技術や品質、費用対効果、社会受容
性、インフラなど、様々な課題あり

•人手不足産業を中心に、社会実証・実
装を進め、ユースケースを創出

方向性

【ルールづくり】
• AIの透明性など適正性を確保し、AIの
開発・活用を進める

•イノベーション促進とリスク対応：法令
とガイドライン等の適切な組合せ

•国際協調：国際整合性・相互運用性の
確保

【業界特化型AI】
•業界特化のニーズに対応するために
設計、最適化されたAIの開発

方向性
×
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人手不足解決に向けた2つのシナリオを想定

30

◼ ロボット・AIの活用を進めることで、2050年時点で、人手不足を概ね解消することが可能に

（注）2050年時点の人手不足数、「労働力の強化」「ロボット・AIの活用」による増分はみずほ銀行産業調査部予測値。「労働力の強化」は高齢者の雇用促進と外国人労働力の受入拡大を想定。高齢者
の雇用促進による増分は、60～64歳、65～69歳の労働力率が2050年にそれぞれ足下の55～59歳、60～64歳の労働力率と同水準となるケースを想定。外国人労働力の増分は独立行政法人国
際協力機構「2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた調査研究―外国人労働者需給予測更新版―」（2024年7月）における2040年時点の外国人労働供給ポテンシャルを参考に推計

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

2050年時点の人手不足の状況

187

1,863 

722 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

①ロボット・AIの「部分的活用」シナリオ ②ロボット・AIの「積極活用」シナリオ

（万人） （万人）

ロボット・AIは、労働不足数の一部を代替するにとどまる ロボット・AIの普及が進み、人手不足の大半が解消される

人手不足が
概ね解消

人手不足が
深刻化

人手不足率
3%

人手不足率
10%

人手不足率
26%

人手不足率

3%
人手不足率

2%

人手不足数
（現状）

人手不足数
（2050年）

人手不足数
（2050年）

労働力
の強化

ロボット・AI
の活用

人手不足数
（現状）

人手不足数
（2050年）

人手不足数
（2050年）

人
手
不
足
の
進
行

人手不足率
26%

労働力
の強化

ロボット・AI
の活用

人
手
不
足
の
進
行
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ロボット・AIの活用 ～人間が行うタスクは「認知的タスク」と「物理的タスク」に分類

31

◼ 現在人間が行っているタスクは、大きく、主に頭脳を用いる「認知的タスク」と、主に身体を用いる「物理的タスク」に二分

◼ 両タスクともに、ロボット・AIが得意な領域において、人間の代替、あるいは補助を企図した活用が進むものと考えられる

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

人間が行うタスクの分類と、ロボット・AIによる代替可能性

認知的タスク
（主として頭脳を用いるタスク）

思考、判断、計画、問題解決、情報処理など
の知的活動を必要とする業務

（例）企画、研究開発、接客、マネジメント、
事務作業、他

物理的タスク
（主として身体を用いるタスク）

筋力や体力、手先の器用さなどの身体的能
力を用い、身体的な動作や力を使って行う
業務

（例）製造業の組み立て作業、清掃、介護、
建設作業、運搬、他

＜人間が行うタスクの分類＞ ＜代替に向けた考え方＞

◼ 繊細な力加減が必要な業務
◼ 臨機応変な業務

◼ 連続した複数の動作を必要と
する業務

◼ 狭い／足場の悪い環境での
業務

◼ 一定の出力で対応する業務
◼ 定型物を扱う業務
◼ 単一の動作で完結する業務
◼ 整備された環境での業務

【人間が得意な領域】 【ロボット・AIが得意な領域】

◼ 意思決定を必要とする業務
◼ 責任を負う必要のある業務
◼ ホスピタリティを必要とする
業務

◼ 定型的・反復的な業務
◼ ルールベースで判断可能な
業務

【人間が得意な領域】 【ロボット・AIが得意な領域】
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2040年代 2060年代以降

2030年代 2050年代

ロボット・AIによる労働代替の可能性 ～ 職業別の技術的な自動化可能性について：職業分類毎の予測

◼ 自動化のボトルネックに着目し、職業情報を活用して労働力の技術的な自動化可能性を予測

（注1）グラフ上の「年代（以降）」はAI、ロボティクス技術の動向を踏まえて、技術的に自動化が可能になると予測されるタイミング
（注2）グラフ上の縦の破線は「自動化可能性スコア（総合）」の平均値、横の破線は「自動化可能性スコア（「知覚と巧緻性」）」の平均値
（注3）千葉茂樹、福田節也「職業の自動化確率についての日米比較 Frey＆Osborne モデルの再現と日本版 O-NET データへの拡張」（2023年2月） 
（出所）労働政策研究・研修機構資料より、みずほ銀行産業調査部作成

（単位：ポイント）

（単位：ポイント）自動化可能性スコア（総合）

自
動
化
可
能
性
ス
コ
ア
（
「知
覚
と
巧
緻
性
」）

閾値（縦の破線）以下 閾値（縦の破線）より大きい

閾
値
（
横
の
破
線
）
以
下

閾
値
（
横
の
破
線
）よ
り
大
き
い

自動化のボトルネックに着目した職業毎の自動化可能性

自動化可能性スコア（総合）

◼ 日本版O-NETに収録されている職業について、
各職業を職業大分類で集約し、各ボトルネック
変数の平均値を算出。各職業大分類の各ボト
ルネック変数の平均値を次の通りに質的変数に
変換（以下、LMH）：“Low”<=.25分位値
<“Middle”<=.25分位値<“High”<=.75分位値
<“Very High”

◼ 各職業大分類についてLMHの個数をカウントし、
Low＝1／Middle=2／High=3／Very High=4と
して、加重平均を算出し、「自動化可能性スコア
（総合）」と定義

横軸

自動化可能性スコア（「知覚と巧緻性」）

◼ 各職業大分類について「知覚と巧緻性」に関す
るボトルネック変数の最大値を算出し、「自動可
能性スコア（「知覚と巧緻性」）」と定義

縦軸

自動化可能性スコアの考え方

◼ FreyとOsborne（2013，2017）は米国労働省が
公開している職業情報データベース（O*NET）を
用いて、自動化のボトルネックとなりうる変数の
測定値を抽出し、職業の自動化確率を推計

◼ また千葉と福田（2023）（注3）は、FreyとOsborne

の研究を再現し、日本版O-NETデータへ拡張。
千葉と福田を参考に自動化可能性スコアを算出
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難

易

自
動
化

難易 自動化

早期に
自動化可能

自動化に
時間を要する

サービス職業従事者

運搬・清掃・包装等従事者

管理的職業従事者

建設・採掘従事者

事務従事者

生産工程従事者

専門的・技術的職業従事者

農林漁業従事者

販売従事者

保安職業従事者

輸送・機械運転従事者

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

3.0

3.2

3.4

3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0
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2030年代 2050年代

2040年代 2060年以降

ロボット・AIによる労働代替の可能性 ～ （参考）職業大分類で集約しない場合の自動化可能性スコア

◼ 職業大分類で集約せず、最小単位の職業分類に対して自動化可能性スコアを算出

― 最小単位の職業分類では、同じ職業大分類に属する職業間でもスコアにばらつきがあるが、概ね象限（「2030年代」

「2040年代」「2050年代」「2060年以降」）は一致の傾向

最小単位の職業分類での職業毎の自動化可能性

（出所）労働政策研究・研修機構資料より、みずほ銀行産業調査部作成

33

（単位：ポイント）

（単位：ポイント）

自動化可能性スコア（総合）

自
動
化
可
能
性
ス
コ
ア
（
「
知
覚
と
巧
緻
性
」）

1.6

1.8

2

2.2

2.4

2.6

2.8

3

3.2

3.4

3.6

3.8

4

2 2.5 3 3.5 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 7.5 8 8.5 9

運搬・清掃・包装等従事者

建設・採掘従事者

輸送・機械運転従事者

生産工程従事者

農林漁業従事者

保安職業従事者

サービス職業従事者

販売従事者

事務従事者

専門的・技術的職業従事者

管理的職業従事者
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ロボット・AIによる労働代替の可能性 ～ （参考）職業大分類別の自動化可能性スコア

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

1.6

2

2.4

2.8

3.2

3.6

4

2 3 4 5 6 7 8 9

管理的職業従事者

サービス職業従事者

輸送・機械運転従事者

専門的・技術的職業従事者

保安職業従事者

建設・掘削従事者

事務従事者

農林漁業従事者

運搬・清掃・包装等従事者

販売従事者

生産工程従事者

34

（出所）労働政策研究・研修機構資料より、みずほ銀行産業調査部作成

縦軸：自動化可能性スコア（「知覚と巧緻性」）
横軸：自動化可能性スコア（総合）
いずれも単位は「ポイント」
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30%

60%

100%

15%

30%

60%

15%

30%

15%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2030年代

2040年代

2050年代

2060年以降

自動化の実現時期に応じて、各職種におけるロボット・AIの実装が段階的に進行する想定

35

◼ 「部分的活用」シナリオ、「積極活用」シナリオの双方につき自動化実現時期に応じたロボット・AI実装の進展パスを設定

（注1）各職種における全ての業務に対する代替の進捗率。日本の全従業者数に占める大企業の従事者の比率30.3%（2024年度 中小企業白書より）を参考に、「積極活用」シナリオで言えば自動化実
現の10～20年後を目処に、大企業での導入完了に伴い労働力の30％程度の代替が完了する前提。なお「積極活用」シナリオのみ、前述の各職業におけるボトルネック変数の水準をもとに、各職
種の一部業務が「代替不可能」となる可能性を勘案

（注2）2050年時点、全職種合計での数値
（出所）両図ともに、みずほ銀行産業調査部作成

ロボット・AIの導入進捗率の前提

ロボット・AIの「部分的活用」シナリオ

• 各業界が、人手不足解消を目的に、業界内の人手不足数に対してテクノ
ロジーを導入

• 労働代替数は、職種毎に人手不足数に導入進捗率（注1）を乗じて算出

人手不足の補填のみを目的にロボット・AIを導入

自動化が技術的に実現する時期

導
入
進
捗
率

2030年代 2040年代 2050年代

人手不足数 導入進捗率

約1,800万人 （注2）

労働代替率の
イメージ

年代

ロボット・AIの「積極活用」シナリオ

• 人手不足解消とテクノロジー活用による効率化を目的として、人手不足
数を含む労働需要全体を置き換える形でテクノロジーを導入

• 労働代替数は、職種毎に労働需要に導入進捗率（注1）を乗じて算出

労働需要全体を置き換える形で代替が進行

労働需要 導入進捗率

約7,000万人 （注2）

労働代替率の
イメージ

15%

30%

60%

15%

30%

15%

0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2030年代

2040年代

2050年代

2060年以降

自動化が技術的に実現する時期

2030年代 2040年代 2050年代

導
入
進
捗
率

年代

2030年代に
自動化が

実現する職種

2040年代に
実現する職種

2050年代に
実現する職種

2060年以降に
実現する職種

販売、事務、輸送

生産、運搬、農林漁業

管理的職業、専門・技術

建設、保安、サービス
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ロボット・AIによる労働代替の可能性 ～各業種で自動化による代替が進むも、普及パスは業種別に跛行性あり

36

◼ 業種別に見ると、自動化が比較的早期に進む事務従事者、販売従事者を多く抱える金融・保険業等を中心に2050年に向け

て代替が進行

◼ 一方で、建設業、医療・福祉業、サービス業の自動化の進捗は2050年時点でも限定的となる想定

（注）前頁の前提にて算出された職種別の労働代替率をもとに、業種別の従業者に占める各職種の比率に応じて業種別に集計
（出所）労働政策研究・研修機構資料、総務省「労働力調査」より、みずほ銀行産業調査部作成

2050年時点の労働代替率（ロボット・AIの「積極活用」シナリオ）

27%

24% 23% 23%
22%

19%

17%
15%

10% 10% 10%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%



© 2025 Mizuho Bank, Ltd.

▲2,000

▲1,500

▲1,000

▲500

0

500

1,000

1,500

不足人数（2050年時点） 労働代替可能人数 労働代替後不足人数

労働代替進捗により2050年時点で日本全体で人手不足は概ね解消する想定も、依然不足が残存する業種も

37

◼ ロボット・AIの導入による労働代替が進めば、2050年時点で製造業では概ね人手不足が解消する想定だが、非製造業では

医療・福祉業やサービス業、農林水産業を中心に引き続き人手が不足

2050年時点の人手不足数とロボット・AIによる労働代替後の不足人数（ロボット・AIの「積極活用」シナリオ）

（出所）両図ともに、みずほ銀行産業調査部作成

医療・福祉業、サービス業、
農林水産業など依然として
人手が不足する業種では、

労働力強化（高齢者、外国人労働
力）により不足を補填

（万人）

労働代替可能人数

不足人数（2050年時点）

労働代替後不足人数
▲729万人

ロボット・AIによる労働代替
進捗により、製造業全体で
見れば人手不足は解消

労働代替後余剰人数
4万人

（労働代替可能人数＋不足人数）

非製造業 製造業

労働力強化
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ロボットの更なる普及に向けた主要な課題について

38

◼ 日進月歩でロボットの性能は改善されているが、人手不足解消に向けてさらに使いこなすためには依然として課題も残る

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

【性能】 【受容性】

【安全性】 【外部環境】

◼ 人間と比較して「把持」が、ロボットが最も劣後する動作。
柔らかく握る、不定形物を握るハードルは高い

◼ 高機能なセンサーや素材を使用することで人間に近い
「把持」を再現した場合でも、動作が（人間対比で）緩慢
になりスループットが悪化

◼ 高価格帯のサービスを受ける際には、ロボットではなく
人間に対応してほしいと考える消費者は多く、ロボット
が安っぽさに繋がるシチュエーションあり

◼ 今まで人間が行ってきた業務をロボットが代替する場
合、ネガティブな反応を示す層も存在（配膳ロボットの
ように徐々に定着するケースと、物珍しさだけで根付か
ないケースに分かれる）

◼ 人間向けの環境の中を移動する際に人間に衝突したり
転倒させたりするリスクあり

◼ 手術ロボットや自動運転車など、動作の遅れが許され
ない領域においては、通信の遅延が致命的な事態を引
き起こしかねない

◼ インターネットやクラウドと繋がっていることが多く、サイ
バー攻撃に対する堅牢性が不可欠

◼ 既存の施設はロボットの活用を前提に設計されておら
ず、扉やエレベーターとロボットが通信連携が出来るよ
うにする必要

◼ 同様に動線や床の形状、段差などがロボットのオペ
レーションの障壁となる（なお、新設のビルや工場、店
舗においては、ロボットを前提とした設計も可能）

製造業 非製造業ロボットの更なる普及に向けた主要な課題

コスト
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ロボットの更なる普及に向けたPath ～人間の「コスパ悪化」がトリガー

39

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

パフォーマンス

人間の方が優れている ロボットの方が優れている

コスト

人
間
の
方
が
安
い

ロ
ボ
ッ
ト
の
方
が
安
い

イニシャル
コスト

ランニング
コスト

【人間】

【ロボット】

採用コスト、
教育コスト

導入コスト、
システム構築

コスト

【人間】

【ロボット】

報酬、
福利厚生費

リース料（リース
の場合）、通信、
電力コスト

精度 スピード 柔軟性 安全性 創造性 疲労耐性

◼ 人命のような経済合理性だけで判断でき
ない要素が入る領域で活用
• 手術用ロボット：高額ではあるが、高い
精度で動作し、微細な動作を安定して
行うことが可能

• 過酷な環境下におけるロボット（宇宙、
被災地、原子力施設など）

コスト×
パフォーマンス

◼ サービス業を中心に、多くの業務において
人間を雇う方が低コストかつ高いパフォー
マンスを期待できる現状

◼ 一方で、生産年齢人口が減少していくこと
で、人間の希少性が高まり、総じて、人件
費は上昇していくものと考えられる

◼ 現時点ではコスパで劣るものの、徐々に、
ロボットにコスト優位性がシフト（加えて、
人間が対応しきれない業務も発生）

◼ 真に人が足りなくなってから検討を始めて
は手遅れになるおそれがあり、既に将来を
見据えて多少割高でもロボット活用の実証
を進める企業も存在

◼ 塗装や溶接などの産業用ロボットや、運搬
用ロボットなど、特定の産業、業務で活用

◼ 左記、ロボットのコスト競争力が相対的に
高まることで、用途の広がりや技術の進化
に期待。パフォーマンスの面でも人間に
キャッチアップしていく可能性

技
術
開
発
、
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
創
出

ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄
積

人手を前提とした社会 （一部領域のみで存在）

ロボットを現実解として活用 将来的な普及を期待

人間の「お得感」が徐々に薄れる

1

2 3
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AIの更なる普及に向けた主要な課題 ～AIの導入進展等による電力需要増加への対応

◼ 生成AIの普及をはじめとしたデジタル化の進展によるデータセンターでの電力使用量増加もさることながら、産業分野にお

ける電化、EVの普及、水素製造、半導体需要増加なども要因となり電力需要の増加が見込まれる

◼ AI導入の進展に向けては、上記電力需要の増加分を十分に賄えるだけの電力供給拡大、およびAI活用を通じた消費電力

低減などの取り組みが肝要に（詳細はエネルギー制約編ご参照）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

40

電力需要を増加させる要因（一例）

以下の様な電力需要を抑制する要因も
• AIの学習・推論に伴う計算コスト及び消費電力
を低減する技術の開発（例：DeepSeek等）

• AI活用による業務効率化及び省エネ
（例：AIを活用した工場稼働や物流の最適化）

電力需要の見通しには不確定要素が存在する点
には留意が必要

✓ AIの普及等デジタル化の進展により
データセンターでの電力需要が増加

✓ 鉄鋼産業における電炉利用拡大や、
省力化を目的としたロボット拡大等、
産業分野における電化進展により電
力需要が増加

✓ EVの一層の普及により充電需要が
増加

デジタル化進展 EVの普及

産業分野
における
電化進展

✓ 半導体需要の増加と安全保障上の
重要性の高まりにより、日本でも半
導体工場の建設が見込まれる

✓ 半導体製造に使用される電力も増加

半導体工場の新増設
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４．人手不足解消を通じて生まれるビジネスチャンス
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売上

利益

人手不足産業

人手不足ソリューション提供産業、人手不足産業の双方にビジネスチャンス獲得の可能性

◼ 人手不足を背景に需要が高まるAI、ロボット、自動運転といったソリューションを提供する企業にビジネスチャンスが見込め

るほか、人手不足が想定される産業にとっても、人手不足解消を契機としたビジネスチャンス獲得が想定される

人手不足ソリューション提供産業、人手不足産業にとってのビジネスチャンス

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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人手不足ソリューション提供産業

その他コスト

人件費
ロボット・AIコスト

新規事業獲得
・既存事業拡大

売上逸失回避

売上逸失回避や事業拡大、コスト削減により、収益力向上の可能性

売上逸失の懸念に加え、人手の希少
化に伴う人件費上昇が収益圧迫

創出された人的リソースを
マーケティング・新規ビジネス等に投下

ロボット・AI等の活用で
売上獲得、人件費削減

人的リソース
創出

建設 物流宿泊 航空食品 etc介護

コスト削減

人手不足解消前 人手不足解消後

利益拡大売上増

人手不足ｿﾘｭｰｼｮﾝ

AI
• まずは産業類型ごとに人手を要する領域を特定し、当該領
域に特化したAIアプリケーションを開発することが人手不足
の打ち手となる

• 連合学習技術の活用を通じてクローズデータをスケール化
し「産業特化AI」を開発・展開することがビジネスチャンスに

ロボット
• 深刻な人手不足を背景にロボット化ニーズが高い非製造業
の非定型業務を中心にビジネスを展開

• “高精度”、 “高安全性”といった日本のロボット産業の強みが

活かせる領域をターゲットとすることで、海外ロボットメー
カーに対しても競争優位性を発揮できる可能性

自動運転
• 自動運転サービスの普及に伴い、自動運転システム、配車
システム、遠隔監視システムなど新たなビジネス領域が広
がると想定

• 既存企業によるバリューチェーン延伸が見込まれるほか、
異業種による参入の可能性も

クローズデータを活用した産業特化AIの展開

非製造業を中心とした非定型業務対応ロボットの展開

自動運転システム・配車システムなど新たな領域の獲得

ロボットメーカーAIサービスプロバイダー 自動運転サービスプロバイダー etc

人手不足解消により売上逸失を回避、コスト削減を実現
さらに創出された人的リソースを有効活用し、ビジネスチャンスを獲得

必要人員の
不足

人的リソースに余裕なく、
需要の取りこぼしも
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人手不足ソリューション（AI） ～ 産業類型毎にAI実装ドメインを見極め、産業特化AIを開発・展開

◼ 産業類型毎に人件費負担率の高い領域は異なるため、人手不足影響に備えるためには、AI実装ドメインも異なると推察

◼ まずは、人手を要する領域を特定し、当該領域におけるAIアプリケーションを開発・展開することが、人手不足への打ち手に

― ドメインに特化したAIアプリケーションの開発に向けては、解決したい課題を前提としたクローズデータの囲い込みが必要

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

➢ 高度な専門知識によるコンテンツが付加価
値の源泉であり、企画段階における人件費
負担率が高い

⇒ ユーザーデータを用いた企画開発業務の効
率化（業務量の削減）

➢ 研究開発を通じた高度製品が付加価値の源
泉であり、研究開発と製造工程に従事する
人件費負担率が高い

⇒ より付加価値の高い素材探索など、研究開
発の高度化

⇒製造プロセスのワークフローデータを用いた
製造業務の自動化（業務量の削減）

➢ 多額の投下資本を必要とするインフラが付
加価値の源泉であり、インフラのO&Mにお
ける人件費負担率が高い

⇒ インフラから生成されるデータを用いた保守
の最適化（業務量の削減）

⇒暗黙知の組織知化（技術承継の高度化）

➢ 現場でのサービス提供、商品販売が付加価
値の源泉であり、下流の人件費負担率が高
い

⇒対面業務以外のワークフローデータを用い
た事務作業の効率化（業務量の削減）

⇒ デジタルを前提としたビジネスモデル転換

➢ アセットを前提としたサービス提供が付加価
値の源泉であり、サービスと保守における人
件費負担率が高い

⇒ ワークフローデータを用いたオペレーション
の自動化（サービスの省人化）

⇒アセットから生成されるデータを用いた保守
の最適化（業務量の削減）

産業類型毎のAI実装ドメインと特化AIの活用イメージ

資本集約

資本集約
×

労働集約

資本集約
×

知識集約

労働集約
×

知識集約
労働集約

企画開発

生産

販売

研究開発

製造

販売

調達

製造

O&M

調達

流通

サービス
販売

調達

サービス

保守

初期的なAI実装ドメインと特化AIの活用イメージ 初期的なAI実装ドメインと特化AIの活用イメージ

情報通信 広告

電力 不動産

製造 化学

サービス 小売

運輸
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人手不足ソリューション（AI） ～データスケール化の課題を乗り越えるために、連合学習が打ち手となる

◼ クローズデータのスケール化に向けては、企業間の垣根を超えたデータ統合により、産業ドメイン知識を中央集中させること

が望ましいが、規制やコンプライアンス、企業間の競争軸等の観点から、実際のデータ統合は困難

◼ AIが人手不足の解消に貢献するためには、クローズデータのスケール化の課題を乗り越える必要があり、連合学習が有効

― 組織／企業間でデータが分散された状態でAIモデルの構築を可能とする技術であり、データ連携が困難な場合の打ち

手になる可能性

連合学習技術を用いた産業特化AIモデルの構築

（出所）みずほ銀行産業調査部作成 （出所）みずほ銀行産業調査部作成

クローズデータのスケール化に向けた打ち手と課題

企業A データA

企業B データB

企業C データC

統合データ

学習

統合

統合

統合

➢ 企業間でデータを統合し、産
業特化AIを学習させるための
クローズデータをスケール化

➢ 規制やコンプライアンス、競
合との競争等の観点から、
データ統合が難しい

特化AI

ギャップ

企業A データA

企業B データB

企業C データC

中央サーバ

学習

特化AI

パラメータ学習

学習

学習

パラメータ

パラメータ

➢ 各企業のサーバ内でローカルなAIを学習させ、中央サーバには学習結果
（パラメータ）のみを集めて、産業特化AIを学習

⇒ データを分散させた状態で、モデル精度を高めることが可能

理想 現実 連合学習の技術的特徴
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人手不足ソリューション（AI） ～電力業界では、テック企業にリーチし生成AI活用を通じた省力化が重要に

◼ 人手不足を背景に省力化が必須となる中、業務効率化のためのテクノロジー活用が求められる

― 電力業界では生成AIを活用した業務効率化が期待される

◼ 今後テクノロジーがますます発展する中、テック企業やスタートアップへのリーチが競争力の源泉となる可能性があり、従来

以上にオープンイノベーションや出資を通じた関係構築が重要になると予想

電力業界において想定される生成AIの活用効果 テック企業やスタートアップへのリーチを加速する施策

（出所）いずれの図表ともみずほ銀行産業調査部作成

発電所開発の
効率化

✓ 開発における適地選定の補助
✓ 発電所の設計支援
✓ 開発等に必要な書類の作成支援

人材育成の
効率化

✓ 現場人材育成のためのマニュアル作成
✓ トラブルケースの作成による事故対応支援

生成AIがもたらす電力業界への影響とリスク・チャンス

需給制御の
高度化

✓ 最適な需給シナリオ作成支援

◼ 効率的な人材育成に
より発電所運営が安
定化

◼ 非化石電源の開発に
おける適地選定の効
率化や書類作成の効
率化による開発期間
の短縮を通じ、脱炭
素の取り組みが加速

生成AIによる
業界への影響

①

②

◼ 生成AIにトラブル対
応を過度に依存した
結果、AIが想定して
いないトラブルへの
対応力が低下する

◼ 過去の経験値を要約し
たマニュアルを作成する
ことで人材の質を維持

◼ 長期間停止する電源（予
備電源等）の安全で堅
確な運転再開に寄与

◼ 取り組みが急激に加
速し、系統、調整電
源の整備が間に合わ
なかった場合は、再
エネの出力制御の拡
大を招く可能性も

◼ 脱炭素電力のニーズに
対し脱炭素電力を適正
価格で供給できるように
なり、収益基盤が強化

◼ 早期に脱炭素の取り組
みを加速させ、IR効果を
向上

リスク チャンス エネルギー企業がリーチすべき領域

エネルギー
企業

VC

スタートアップ

テック企業

大学

アクセラレーター
プログラム

LP出資

CVC

資金拠出

オープン
イノベーション

出資

テクノロジーへの
リーチが

競争力の源泉に

既存業務の
効率化に
資する領域

1

◼ AI等DX推進につながる技術を持つ企業と連携

― 今まで熟練従業員のスキルに依存していた業務
をAI等に代替させることで効率化

◼ ロボットやドローン等の技術を持つ企業と連携

― 保守点検業務等を機械に代行させることで必要
人員を削減

既存事業を
代替する可能
性のある領域

2

◼ 化石燃料事業を代替するクリーンエネルギーに関連
する技術を持つ企業と連携

― 将来の柱となる事業を探索するための手段として
活用

45



© 2025 Mizuho Bank, Ltd.

人手不足ソリューション（ロボット） ～ロボット産業の強みを活かし、非製造業向けビジネスを展開

◼ 人手不足が進行しておりロボット化ニーズの高い、非製造業の非定型業務に対してビジネスを展開。日本のロボット産業の

強みが活かせる領域をターゲットとすることで、海外ロボットメーカーに対する競争優位性を発揮できるものと推察

― 人手不足が深刻であり、かつ対人接触面で特に高い安全性が求められる福祉業界や、工事作業や建物の安全性確保

の観点から精緻で壊れにくいロボットが求められる建設業界などが注目すべき領域

ユーザー産業毎のロボット対応業務およびロボット産業の強みの活用度

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

46

ユーザー産業 ロボット化を想定する非定型業務（例） ロボット動作で重視する性能 ロボット産業の強みの活用

医療・福祉
✓ 対人接触（介護など）
✓ 屋内搬送（医薬品、医療・介護機器など）

高速／高精度／高耐久性
高安全性／高信頼性 ◎～○

建設
✓ 工事作業（資材固定、溶接、塗装など）
✓ 屋外搬送（資材、工具など）

高速／高精度／高耐久性
高安全性／高信頼性 ◎～○

運輸・郵便
✓ バラ積みピッキング
✓ 屋内・屋外搬送（荷積み、最終配送など）

高速／高精度／高耐久性
高安全性／高信頼性 ○～△

農林漁業
✓ 収穫、伐採
✓ 屋外搬送（農産物、木材、水産物など）
✓ 巡視

高速／高精度／高耐久性
高安全性／高信頼性 ○～△

卸売・小売
✓ 屋内搬送（段ボールなど）
✓ 棚管理

高速／高精度／高耐久性
高安全性／高信頼性 △～×

飲食店
✓ 配膳、下げ膳
✓ 調理
✓ 清掃

高速／高精度／高耐久性
高安全性／高信頼性 △～×

宿泊
✓ 屋内搬送（食事、リネンなど）
✓ 清掃

高速／高精度／高耐久性
高安全性／高信頼性 △～×

タ
ー
ゲ
ッ
ト
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（出所）みずほ銀行産業調査部作成

人手不足ソリューション（ロボット） ～需給両面で協力体制を構築し、非製造業向けロボットの産業基盤を確立

◼ ロボット開発者は、業界標準規格を目指すためのユーザーニーズの吸い上げと、それらのニーズに応える要素技術を集約

することで、非製造業向けロボットにおける基盤を確立

― 需要サイドでは業界の複数ユーザーを巻き込みつつ、供給サイドではニーズに応える技術の共同開発を可能とすべく、

需給両面でのパートナーリング体制構築が打ち手に

非製造業の非定型業務向けロボット拡大に向けた打ち手

パートナーリング体制

非製造業ユーザー

非製造業ユーザー

業界団体など ✓ 標準的要求を満たす
ロボット開発・規格化

✓ ニーズの集約

✓ 開発資金の分担

需要サイド：ニーズ吸い上げと業界標準規格化 供給サイド：ニーズに応える技術の共同開発

モーター、減速機、
コントローラ

自律的AI開発

ハンド、センサー、
通信技術など

✓ 多様なユーザーニーズに応じるためのテクノロジーリソースを探索しつつ、業界内の複数ユーザーを巻き込むことで
初期需要を創出

✓ 当初から業界内での標準規格化を前提とした設計・開発によりデファクトスタンダードを生み出し、業界内のロボット
展開を促進。早期の需要拡大と量産化によるロボットコスト低減を実現

パートナーリング体制

ロボット開発者

✓ 買収、協業などにより
多方面のテクノロジー
へアプローチ

✓ ロボットへの技術適用
によるユースケース
創出

非製造業・非定型
業務に対応する
ロボットの

産業基盤確立

非製造業・非定型
業務における課題

求められる対策

ユーザー性能要求の
的確な把握

コストとのバランス
パフォーマンスを制約する

要因への対応
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人手不足ソリューション（ロボット） ～要素技術の活用がビジネスチャンスになる可能性（ハプティクスへの期待）

48

◼ 触覚を人工的に再現するハプティクスは、足下、エンターテイメント領域の利用を中心としているが、今後、産業用途におけ

る実証・実装を進めることで、人手不足解消への貢献に期待

（注）外部から加わった力に対して釣り合う（静止する）ように発生する力
（出所）総務省資料、公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

特殊感覚

【感
覚
分
類
】

【感
覚
の
種
類
】

視
覚

嗅
覚

聴
覚

味
覚

前
庭
感
覚

触
覚

圧
覚

痛
覚

温
覚

冷
覚

筋
の
張
力
・伸
張

関
節
位
置
・運
動

痛
覚

血
圧
・
血
糖
値
な
ど

肺
胞
の
膨
満

痛
覚

一般感覚

体性感覚（触覚）

表面感覚 深部感覚
内臓感覚

ハプティクスとは ～触覚を再現する技術 人手不足解消に向けた活用策

• 力や振動、動きなどによって、利用者に対して、「実際にモノに触れている
ような感触」を与える技術

• 触覚をフィードバックすることで、安全性や操作の確実性の向上、臨場感
や没入感など様々な効果が期待

＜人間の感覚の分類＞

接触型 デバイス
センサーやアクチュエーター
等によって反力（注）を発生

非接触型 超音波
複数の超音波を空中の一点
に集約させ、放射圧を発生

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

地域差の解消

◼ 外科手術支援ロボットを遠隔操作することで、
専門医が当該地域にいない場合でも、精度の
高い施術が可能

◼ 人手不足が深刻な農村地域でも、熟練者や専
門家が離れた場所から複数の作業を管理・実
行できる

危険作業、
重労働の自動化

◼ 危険度が高い作業環境において、ロボットアー
ムや特殊機器を遠隔から操作。触覚フィード
バックにより安全かつ正確に作業

◼ 高齢者や女性は、身体的機能の制約が減少し、
重労働／力仕事への参加が可能

技能継承の促進

◼ 熟練工の動作（力加減や身体の使い方など）を
データ化し、新規就業者がシミュレーターなどを
活用することで体得

◼ 逆に、熟練工が新規就業者の感覚を得ることで、
どの工程が違うのか正確に把握

• ハプティクスを活用することで、①地域差の解消、②危険作業、重労働の
自動化、③技術継承の促進の3点に期待

• なお、①、②については当面は相対の操作（≠1対n）が想定され、1人1台
分の作業量にとどまるものと推察

1

2

3
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人手不足ソリューション（自動運転） ～自動運転サービスの普及によりビジネス領域が拡大

◼ 自動運転サービスの普及に伴い新たなビジネス領域が広がると想定され、既存企業によるバリューチェーン延伸に加え、異
業種による参入の可能性も

自動運転サービスの普及期に想定されるエコシステム（2030年代：黎明～普及期）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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車両開発・製造

自動運転システム

配車システム

遠隔監視システム

移動体験サービス

遠隔監視・駆け付け・
メンテ等サービス

下流

✓安全性・信頼性の高い車両開発
✓サービス展開可能なコストを実現するための量産化
技術構築

✓多数のセンサー情報を統合した上で、認知・判断・経
路設計・制御を行うためのソフト・アルゴリズム開発

✓乗客と車両の需給予測を通じた輸送効率の向上
✓既存配車アプリのようなUX/UIの実現

✓緊急時・異常時の早期検知用リアルタイム・モニタリ
ングシステムの構築

✓走行エリア・利用シーン・目的地などに最適な体験・
サービスの提供

✓自動運転システムによる走行が困難な状況における
遠隔操作（複数車両の一元管理）

✓異常発生時のログ共有（エンジニア・保険会社など）

主な構成要素 概要

開発・
製造

運用・
サービス

上流

参入障壁 売上規模

高

高

高

高

低

中

大 低

中 高

中 中

中 低

中

大 中

収益性 想定プレイヤー

OEM

OEM・自動運転
システム企業・IT

OEM・遠隔監視
システム企業・IT

交通事業者・
サービスプロバイダー

交通事業者・
サービスプロバイダー・

OEM

配車PF・
交通事業者・OEM

小→中
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1,848

1,118

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

1

人手不足産業（介護） ～テクノロジー活用、サービス形態転換により拡大する需要の取り込みを

◼ 人手不足の深刻化が想定される介護業では、職員の作業負担が大きい入浴や移乗支援、転倒や発熱などの異常検知にお

けるテクノロジー活用に加え、通所系サービスの活用といったサービス形態の転換による生産性向上が肝要

◼ 2040年には、介護ロボットの市場規模が0.3兆円、通所系サービスの市場が3.1兆円まで拡大することが見込まれる

（億円）

（注1）介護ロボットは、ロボット技術が応用され利用者の自立支援や介護者の負担の軽減に役立つ介護機器を指す。本稿分析では特に、入浴機器、移乗機器、見守りセンサーに着目
（注2）予測にあたり、サービスの1人あたり費用は2023年の値を使用
（出所）いずれの図表も、みずほ銀行産業調査部作成

50

0.3兆円

見守りセンサーや移乗機器、入浴機器等の活用等により、人手不足
解消とともに生産性向上による収益性向上の可能性も

テクノロジー（介護ロボット）活用による生産性向上

見守りセンサー

移乗機器

入浴機器

比較的生産性の高い通所サービス（利用者が介護事業所に通ってサービスを利用）の利用者数拡大
により、介護サービス全体の生産性を向上

通所系サービスの積極活用を通じた生産性向上、ビジネスチャンス獲得の可能性

通所介護活用を通じた提供サービス拡大の可能性＜2040年に必要な介護ロボット（注1）の市場規模＞

将来は、保険内サービスのみならず
保険外サービスの提供が可能に

通所介護の活用による生産性向上

利用者の
自宅訪問

サービス提供時間
（1回あたり）

訪問系 要 短時間
（10分～1時間程度）

通所系 否 中程度
（3～9時間程度）

入所・
入居系

否 長時間
（終日）

利用者宅への訪問不要、サービス提供時間も
限定的な通所介護は他の形態比で生産性が高い

介護事業者にとって、通所介護活用を通じた
介護以外のサービス提供がビジネスチャンスに

＜介護サービスの形態別比較＞ ＜将来の通所介護のイメージ＞

2040年における通所系サービスの市場規模は3.1兆円（注2）2040年に必要となる介護ロボットの市場規模は0.3兆円

1 2

食事

買物支援（移動支援）、宅配送迎

レク

フィットネス入浴・リハ

物販

保険内
サービス

要介護者 自立者・要介護者

趣味・アクティビティ

外食・配食・持ち帰り弁当

保険外
サービス

介護業における人手不足解消を通じたビジネスチャンス
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

2030e 2040e 2050e

（億円）

人手不足産業（宿泊） ～売上逸失を回避し、捻出した労働力を活用してさらなる売上拡大へ

51

◼ 宿泊業で進む人手不足解消に向けた施策は売上逸失回避に寄与するほか、マーケティングの強化等を通じて限られた日

本人需要ならびに増加が見込まれるインバウンド需要の取り込みを進め、さらなる売上拡大を実現できる可能性

（注） PMS：Property Management Systemの略。ホテルや旅館が、予約や客室管理を行う際に利用するシステム
（出所）いずれの図表も、みずほ銀行産業調査部作成

足下で進む人手不足解消に向けた取り組みは売上逸失回避
に繋がるほか、ビジネスチャンスにも繋がる可能性

人手不足解消に向けた取り組みとビジネスチャンス

人
材
を
増
や
す

省
人
化

採用強化

テクノロジー
の導入

• 賃上げ
• 人事制度の見直し（転勤、キャ
リアパス、休暇取得など）

• 福利厚生の見直し
• 研修制度の充実

• PMS（注）の導入
• 自動チェックイン／アウト機器
の導入

• レベニューマネジメントシステ
ムの導入

• FAQ対応チャットボットの導入

人材の定着

ロボットの
活用

• 清掃ロボットの活用
• 配膳ロボットの活用

労
働
供
給
増

労
働
需
要
減

人手不足解消で捻出した労働力の
有効活用による売上拡大

効率化に伴うコスト削減

取り組みの効果

期待される
ビジネスチャンス

＜人手不足解消に向けた足下の取り組みの類型＞

顧客受入キャパシティ拡大による
売上逸失の回避

＜取り組みの効果と期待されるビジネスチャンス＞

1

2

足下、人手不足に伴う施設の稼働抑制により売上逸失が発生するケースも。
人手不足解消に向けた取り組みにより、インバウンド等の需要の取り込みに寄与

顧客受入キャパシティ拡大による売上逸失の回避

約7,500億円

売上逸失の回避により、2050年時点で0.7兆円の市場規模獲得が見込める

［ 人手不足に伴うホテルの機会損失の規模 ］

1

人手不足の解消により捻出された労働力を、マーケティング強化や
マーケティングノウハウのプロダクト化に充当することで、更なる売上拡大の可能性

人手不足解消で捻出した労働力の有効活用による売上拡大2

マーケティング
ノウハウのプロダクト化

省人化推進により捻出した労働力をマーケティングの強化に振り向け、自社の
マーケティングのみならずノウハウをプロダクト化して他社やエリア単位のマーケ
ティングを遂行

DXによる
自社マーケティング強化

省人化推進により捻出した労働力をマーケティングの強化に振り向け、さらなる
需要獲得に向けた競争力強化へと繋げる

（CY）

【試算の前提】

• ホテル部屋数（室）：過去実績をもとに推計
• 逸失稼働率（%）：人手不足の深刻化に伴い、
人手不足に起因する部屋の売り止めも増加す
る前提

• 逸失稼働率のうち人手不足を理由とする割合
（%）：各種アンケート内容から推計

• ADR（円）：2024年実績を採用
• 省人化投資増加による労働需要減少の可能性
は考慮せず

宿泊業における人手不足解消を通じたビジネスチャンス
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AI ロボット 自動運転 人手不足産業の市場規模拡大

人手不足解消を通じて創出される市場の規模は44兆円にのぼる

52

◼ 人手不足解消を通じて創出される市場の規模は、人手不足ソリューション提供産業、人手不足産業合わせて44兆円程度

◼ 人手不足ソリューションの市場の成長に加え、人手不足産業では人手不足解消を通じたさらなる需要取り込みが期待される

（注1）足下の人件費水準を前提としてロボットやAIによる代替が進んだ場合の市場規模 （注2）物流、介護、宿泊、航空の4産業について売上逸失回避を通じた市場規模拡大を反映
（注3）ロボットや自動運転に実装されるAIは推計対象から除外
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

自動運転

ロボット

AI

人手不足産業の
市場規模拡大

（兆円）

（CY）

人手不足解消を通じて創出される市場規模（注1）

（注3）

（注2）
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５．人材希少化社会において成長を続けるために
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【付加価値労働生産性】

労働生産性について ～人材希少化社会で成長を続けるには、付加価値労働生産性を向上させる必要

54

（出所）公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成

【売上高労働生産性】

×

付加価値

売上高

×

（付加価値率）

A B

D

【業務効率性】

販売数量
（製品、サービス）

労働投入量

労働
者数 ×

労働
時間

× 単価

（プライシング）

A

C

B

a b

＝

付加価値

D

労働投入量

労働
者数 ×

労働
時間

C

a b

【純付加価値】

人件費

営業純益
（営業利益－支払利息等）

支払利息等

動産・不動産貸借料

租税公課

業務効率性 スループット向上
 オペレーションの見直しや工夫により、無駄な動作を削減し、工程を最適化
 機械やソフトウェア導入により、人手削減、スピード・精度の向上、品質の均一化
 コスト削減に伴う付加価値（利益）の拡大効果も

売上高労働生産性 単価の引き上げ
 製品・サービスの高機能化、高品質化などを進めることで競争力を高める
 顧客にとって魅力的な独自性を確立し、ブランド価値を訴求

付加価値労働生産性 コストの圧縮
 スケールメリットや競合入札、共同購買など購買価格の抑制に向けた取り組み
 コア領域の強化／内製化と、汎用業務のアウトソース（協業のバランス）

&

&

【施策】 【取り組み（例）】

テクノロジー活用等を
通じて「業務効率性」

を維持・向上

「付加価値労働生産性」向上に向けた、
単価の引き上げ・コストの圧縮について

本章の主なスコープ

前章までの内容
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労働生産性について ～付加価値労働生産性を高めてきた製造業に対して、横ばいにとどまる非製造業

55

◼ 就業者数を減らしながら付加価値を上げた製造業と、コロナ禍を除いて、積極的な採用を続けた非製造業では、一人当たり

付加価値では大きな差あり

製造業の付加価値、一人当たり付加価値、就業者数の推移（注） 非製造業の付加価値、一人当たり付加価値、就業者数の推移（注）

（注）一人当たり付加価値及び就業者数は2000年度を1.0とする。いずれも付加価値は実質ベース
（出所）両図ともに、内閣府資料より、みずほ銀行産業調査部作成

1.1 1.0 

1.0 

0.0
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2000 2005 2010 2015 2020 2023

付加価値 一人当たり付加価値（右軸） 就業者数（右軸）（兆円） （倍）

（FY）

1.5 

1.0 

0.9 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0

50

100

150

2000 2005 2010 2015 2020 2023

付加価値 一人当たり付加価値（右軸） 就業者数（右軸）（兆円） （倍）

• 就業者が減少する中で付加価値を増やし、一人当たり付加価値は2020

年度対比1.5倍に増加
• 就業者数は概ね横ばいで維持しながら付加価値は微増で推移したことで、
一人当たり付加価値は若干の改善にとどまる

（FY）
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労働生産性について ～非製造業は自動化、デジタル活用で製造業に劣後

56

◼ 産業別のソフトウェア装備率、資本装備率で見ると、医療・福祉、飲食サービス、小売、宿泊など、非製造業の多くが全産業

の平均値を下回っており、依然としてアナログな業務が残存しているものと推察

0

20

40

60

80

100

120

0 5 10 15 20 25 30

（注）ソフトウェア装備率：ソフトウェア÷就業者数、資本装備率：（有形固定資産－建設仮勘定）÷就業者数で算出
（出所）財務省「法人企業統計」より、みずほ銀行産業調査部作成

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
装
備
率

資本装備率

産業別 ソフトウェア装備率、資本装備率（2023年度、青＝製造業、緑＝非製造業）（注）

（万円／人）

（百万円／人）

鉄鋼

水運

化学

非鉄金属

窯業・土石製品
紙・パルプ

娯楽

陸運

自動車・同付属品

生産用機械器具

業務用機械器具

全産業

漁業
木材・木製品

食料品

はん用機械器具

情報通信機械器具

電気機械器具

広告

小売

医療・福祉
飲食サービス

宿泊 農業、
林業
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労働生産性について ～労働生産性改善に向け、人間がやるべき業務を見極めつつ単価の引き上げを図る

57

◼ 人手不足が進行する中では、ロボットやAIに代替可能な業務の代わりに「人間がやるべき業務」に人的リソースを投下する

ことが肝要。加えて主に単価の引き上げを通じて一人当たり売上高を上げ、売上最大化を図ることが求められる

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

テクノロジーの進化により、
ロボット・AIで代替可能な業務

技術的な制約でロボット・AIに
代替困難な業務

人間が対応することで
＋αの価値が生まれる業務

労
働
投
入
量

一人当たり売上高

過去～現在

労
働
投
入
量

一人当たり売上高

今後の方向性

人間が対応することで
＋αの価値が生まれる業務

技術的な制約でロボット・AIに
代替困難な業務

労働投入量と売上の考え方

就業者数の減少（＋労働時間の削減）

人手を増やしながら売上を拡大 人手を減らしながら売上を最大化

従来のマインド

A

B

人間がやるべき業務

人間がやるべき業務

（極力削減）
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（A）人間が対応することで＋αの価値が生まれる業務 ～現時点で情緒的価値を提供できるのは人間のみ

58

◼ 数値化、客観化が可能な機能的価値については、ロボット、AIが再現可能な領域が多い一方で、情緒的価値は属人性が強

いため人間にしか提供できない価値として残存

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

機能的価値、情緒的価値の区分

①人間にしか再現できない「情緒的価値」を訴求することで高付加価値化を図る
• 消費者に対して、特別感、共感などを提供することで、顧客ロイヤルティやブランドイメージを向上

②人間の関与を極小化し、ロボットやAIが「機能的価値」を提供することで低価格化を図る
• 消費者が求める機能的価値を定量化し、期待値の範囲内で製品・サービスを提供

情緒的価値

消費者の感性に訴えかける「見えない価値」
◼ 五感で感じる主観的な価値
◼ 消費の過程で得られる精神的な満足感や優越
感、製品・サービス提供者に対する共感、他

機能的価値

消費者が製品やサービスから享受する
「具体的な価値」

◼ 製品やサービスの品質や性能、効用を数字に
よって客観的に示すことが可能

◼ 性能、品質、利便性、効率性、安全性、他

【ロボット・AIが得意な領域】 【ロボット・AIが苦手な領域】

• 客観性：膨大なデータを統計
的に評価し、アルゴリズムに
基づいて結論を導出

• 均一性：一定のルールやパ
ターンに基づいた作業・プロ
セスを高速、正確に処理

• 創造性：新製品開発やサー
ビスのコンセプト設計やブラ
ンディングなど

• 総合判断：経済合理性だけで
は図れない環境配慮や地域
社会との関係構築など

【ロボット・AIが得意な領域】 【ロボット・AIが苦手な領域】

• 現時点では少ない

• 共感・理解：部分的に捉える
ことは可能だが、真の共感、
深い理解はできない

• プレミアム感の醸成：均一的
なサービス、製品の提供

企業の戦略方向性は二極化
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一方で、情緒的価値が万能ではない点には注意が必要

59

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

消費者の受容性

1
◼ 消費者が安定供給やコスト、効率性を第一に求めるインフラや日用品、汎用品などについては実利的

な要素が重視される。また、B2Bの商材やシステムにおいては、トラブル回避や確実な運用が求めら
れるため情緒的価値の入る余地が限定される

◼ また、消費者の年代や性別、地域性、あるいは製品・サービスの価格帯など様々な要素の影響を受
け、必ずしも全ての人が情緒的価値を求めるわけではない

情緒的価値が効果を発揮しなくなる要素

◼ 現時点で、情緒的価値は、ロボット、AIでは生み出せない人間ならではの付加価値と考えられるが、そもそも全ての製品や

サービスにおいて情緒的価値が求められるわけではない

◼ ロボット、AIが人間に対して「心」を持っていると錯覚させる技術水準に達した際には当該領域も浸食されるおそれ

規制やルール

2
◼ 金融商品や保険、医療機器、公共事業など、規制や安全基準を満たすことが最優先される製品や

サービスでは、開発・提供のプロセスに多くの制約あり
◼ 企業の自由度が限られるため、デザインやユーザー体験などで差別化が難しく（あるいは許容され

ず）、情緒的価値が入り込む余地が少ない

テクノロジーの進化

3
◼ 高度に発達したAIが、消費者が、「心」を持つと判断するに足る複雑な挙動をした場合、消費者はAIが

「心」を持つ前提で接する可能性
◼ サービス消費の過程で接するロボットやAIが複雑な挙動を取るようになり、結果としてロボットには

「心」がある（意思、意欲を持つ）と消費者が錯覚するようになった場合、人間の優位性が失われる懸
念も
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（B）技術的な制約でロボット・AIに代替困難な業務（物理的タスク）
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◼ 人間並みに臨機応変に対応できるロボットは存在せず、当面は人間にしか出来ない業務は残存

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

ロボットが乗り越えなければいけない課題と今後の方向性

繊細な動作
柔らかい物を掴むなど

繊細な力の加減が必要な動作

対象物の形状・状態
に合わせた動作

不定形物を扱う場合、臨機応
変に力の加え方や動き方を
変える必要のある動作

連続した
複数の動作

「掴む」「引く」「押す」など複数
の異なる動きを連続して行う

必要がある動作

狭い／足場の悪い
環境における動作

狭小部で行う動作や、
バランスを取りながら動作を

行うケース

個々の動作
の複雑性

作業全体とし
ての複雑性

作業環境の
複雑性

不均一な環境
における動作

床や地面の障害物、天候に
よる環境変化などに合わせる

必要があるケース

1 ロボットの技術進歩により代替が進む業務

◼ AIやセンサ、アクチュエーション進化や、柔軟性を備えた素
材・部品の開発などにより、現在利用できない業務において
も一定程度ロボットの実装が進む見込み

◼ 一方、高度な技術や高価な部品・素材を必要とするケース
や、実用化～量産化にかかるコストや時間に鑑みて、経済
的な価格で提供することは当面は困難

2 ロボット活用を前提とした環境整備／新設

◼ ロボット活用を前提に、①既存施設の環境を整備する、ある
いは、②新設することで、「作業全体としての複雑性」や「作
業環境の複雑性」の問題を軽減／解消

◼ （①、②ともに）設備投資に要するコストや、②については、
一時的なオペレーションの停止に繋がることも想定され、ビ
ル、工場、オフィス等のオーナーの是々非々の判断に

3 引き続き、人間にしか出来ない業務

◼ ロボットの活用範囲は拡大すると想定されるものの、人間
が対応しなければならない領域は残存

◼ なお、将来的に汎用ロボット（人間と同等のタスクをこなせる
ヒューマノイド）が誕生する可能性はあるが、技術的な難易
度に加えて、コスト、規制、受容性等を勘案し、2050年時点
では、一般的に利用可能な状態になっていないものと予測
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特に非製造業において、人間が対応することで生じるプレミアムが単価上昇につながる可能性
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◼ 足下、財の価格が上昇しているのに対して、サービス価格は概ね横ばいで推移。今後、人材の希少化が進むことで当該上

方硬直性が崩れ、人手を用いるサービスにはプレミアムが発生し、価格が上昇する世界を想定

消費者物価指数の推移（2020年=100） 人材の希少化進行に伴うサービスの形態と価格の変化
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農水畜産物 工業製品

＜財＞

（CY）

0
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公共サービス 一般サービス

＜サービス＞

（CY）

上方硬直性

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

• 人の手の温もり
• 柔軟なサービス

• 無機質な接触
• 画一的なサービス

人による
サービス提供

人による
サービス提供

ロボット・AI

による
サービス提供

【現在】
人海戦術社会

【将来】
人材希少社会

 消費者は①ロボット・AIによるサービス、②人間によるサービ
スを、価格や内容などを考慮のうえ選択

 概して、就業者数の減少により、②は価格が上昇。（＝サービ
ス業における一人当たりの付加価値の上昇）

 事業会社は、②の技術的な代替可能性に加えて、消費者が
自社のサービスに何を期待しているのか、それは人間である
必要があるのか、などを検証し、価格を含めた経営戦略と人
材戦略を連動させていく必要

• 「財」の価格が上昇しているのに対して、「サービス」の価格は上方硬直性
がみられる

• サービスする＝無償提供や値引きという意味で使用されるように、サービ
スには割安性を求める意識が根付いている国民性も一因か

（出所）総務省統計局資料より、みずほ銀行産業調査部作成

アフォーダブルな価格帯

プレミアムを支払う必要

消費者は内容と価格を踏まえてサービスの提供者を選択



© 2025 Mizuho Bank, Ltd.

製造業の労働生産性向上に向けて ～プロダクトミックスの改善を通じてコストの圧縮、単価上昇を図る
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◼ 製造業（部品・素材業界）においては、他社との協調を通じて汎用品領域について全体最適を実現（＝コストの圧縮）。一方

で単価の高い先端部品・素材に注力し、需要の取り込みを図る

プロダクトミックスの改善 ～コモディティからスペシャリティへのシフトを加速 先端部品・素材の「強み」と、「強み」を維持する条件

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

High

end

Upper 
middle

Lower 
middle

Low end

【先端部品・素材】
GXに貢献する省資源・省エネ、
低炭素の製品や、DXに貢献す
る高機能製品（e.g. 先端部品・
素材）の需要拡大

【汎用品】
• 内需見合いにダウンサイズ
• 個別最適に加えて、協調領域
と捉え、全体最適を実現

原材料のレシピ
自社仕様の装置や
加工技術などが
「秘伝のタレ」に

内部型

最終製品のトレンド、
ライフサイクルに
左右されない
「不動の味」

独立性

原材料・部品を組み
合わせ「オリジナルの
レシピ」を提案

提案型

＜先端部品・素材の「強み」＞

模倣が困難であるが
故に高い収益性

最終製品の需要動
向に左右されない
低いボラティリティ

他製品にシフトしづら
い高いスイッチングコ
スト

1 アナログ要素が残存（must to have）

デジタル（「0」、「1」）に分解、解析可能な製品は複製が容易であ
り、原料や製造工程における曖昧さ（アナログ要素）がカギに

2 市場規模の壁（better to have）

製品・技術でブレイクダウンしたときに、市場規模が小さいことが
新規参入者を防ぐ見えない盾に

＜「強み」を維持する条件＞

（注）みずほ銀行「日本・日本産業の勝ち筋」『みずほ産業調査75号』（2024年3月）
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

62
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製造業の労働生産性向上に向けて ～汎用品における他社との連携・統合

63

◼ 先端領域は、各社がしのぎを削る領域であるが、汎用品は他社との協調を進めることで生産性の向上／全体最適を実現

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

他社との連携・統合のイメージ図

協調の難易度
（想定効果）

コメント

事業統合
（✓✓✓）

◼ 経済合理性だけで判断されず、主導権争いや感情論
など様々な障壁を乗り越える必要

◼ 寡占度次第で独占禁止法がボトルネックとなる場合も
想定される

製造
（✓✓）

◼ 品質に差が少ない場合は、物流費削減のため、自社
製品と他社製品を交換するスワップ取引や、生産能
力の適正化のために他社と製造設備の統廃合も選択
肢に（前者は容易だが、後者のハードルは高い）

原材料調達
（✓）

◼ 企業間で購買のタイミングのコントロールなど、利害を
一致させることが難しい

◼ また、機能品については、調達ルートやレシピやその
原材料が強みとなるため協調困難

R&D
（✓）

◼ 他社との差別化を図る競争力の源であり、ハードルは
高いものの、ベーシックな領域は対象になる場合も

◼ なお、概して、汎用品はR&Dの注力領域ではないた
め、効果としては限定的

配送
（✓）

◼ 物流業界の人手不足の深刻化を受けて、他社との協
調を進めるケースが増加傾向

◼ 大手企業を中心に、グループ内に物流子会社を抱え
る企業も存在するが、ノンコア事業に対する投資家の
圧力もあり再編が進行

配送R&D・製造・事業
原材料
調達

社

社

社

＜R&D＞ ＜製造＞ ＜事業＞
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可
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プラット
フォーム

ガバナンス

物流・商流
データPF

水平連携
（標準化・
ｼｪｱﾘﾝｸﾞ）

垂直統合
（B2B2Cの

SCM）

物流拠点
（自動化・
機械化）

輸送機器
（自動化・
機械化）

＜ ＞

連携・統合

A

B

C

先端部品・素材 汎用品

難

易
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将
来

従
来

単価の引き上げ・コストの圧縮が進んだ世界観 ～一人当たり付加価値及び人件費の見通し
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◼ 一人当たりの付加価値を高めることが一人当たりの人件費の上昇へと繋がり、持続的な成長を実現する両輪に

一人当たり付加価値・人件費の将来予測 企業の勝ち残りには生産性向上・賃上げが必要不可欠に

（注）2030年以降はみずほ銀行産業調査部による予測値
（出所）内閣府資料より、みずほ銀行産業調査部作成
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＜一人当たり付加価値＞

0
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8
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製造業 非製造業

＜一人当たり人件費＞

（CY） （CY）

• 製造業はプロダクトミックスを改善させ、非製造業は、自働化・省人化と同
時に、人間がやるべき業務に注力することで付加価値が向上

• （人材獲得競争の熾烈化により一層高まる可能性はあるが）足下の労働
分配率を前提としても一人当たり人件費は上昇していく見込み

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

（百万円）（百万円）

• 人手を充足出来た時代においては、生産性ならびに賃金を上げない企業
も存続可能であったが、就業者数が減少していくことで、現状を維持するこ
とが困難に

• 企業は生産性の向上、従業員への還元が勝ち残りの要素

横ばい

維持～増加

【現状維持】

増加

【成長】

減少～増加就業者数

生産性

賃金

利益 減少

減少～維持

【衰退】

悪化～不変

減少～不変

不変

不変

向上

増加

横ばい

維持～増加

＜現状維持＞

増加

＜成長＞

減少就業者数

生産性

賃金

利益 減少

減少～維持

＜衰退＞

悪化～不変

減少～不変

不変

不変

向上

賃上げ

就業者数が減少することで、
従来通りの生産性を維持する
だけでは勝ち残りは困難に
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単価の引き上げ・コストの圧縮が進んだ世界観 ～サービス産業／非製造業の今後

65

（注）価格上昇と同等かそれ以上の賃上げを想定
（出所）みずほ銀行産業調査部作成

「足下の」
非製造業／
サービス業

「今後の」
非製造業／
サービス業

自動化に向けた
テクノロジー活用
が限定的

業務の効率性が
上がらない

離職率が高まり
人手不足がさらに

深刻化

価格の上方硬直性
（値上げが困難）

稼ぐ力が停滞投資余力がない
給与を上げること
ができない

長時間労働など、
労働環境が悪化

自動化に向けた
テクノロジーを
最大限活用

業務の効率性が
向上

労働条件が改善し、
離職率が低下

人間が行う業務に
対する価格が上昇

稼ぐ力が上昇投資余力が発生
従業員に還元（注）

（給与が上昇）

有給取得の増加、
労働時間の短縮も

可能に

1 人手で労働需要を満たせた過去

職種や地域、季節によっては人手不足が発生し、
一部では深刻化しているものの、女性・高齢者を
中心とした「人手」を増やすことで全体では労働需
要を充足

2 テクノロジー活用が必須の今

◼ 外国人労働者や高齢者、女性の更なる活躍
は期待するものの、労働需要の充足は困難

◼ ロボット、AIなど自働化、省人化を図らない限
り、必要なサービス提供が困難に

シン・ルイスの
転換点
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＜補論＞トランジションには「喜び」と「痛み」の双方の観点で影響あり
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◼ 個人レベルでは余暇が増える「喜び」が期待できる一方で、企業の優勝劣敗も加速していく見込み

（出所）総務省統計局資料より、みずほ銀行産業調査部作成

時間の使い方の変化 ～仕事・家事が減った分、余暇が増える 中小企業の賃上げ余力、投資余力

• 従来人間が行ってきた仕事や家事をロボット・AIが代替、補助することで、
余暇の拡大が期待

• 人間は、消費による量的な満足度を上げる、あるいは、心の豊かさや生き
がいを求めて質的な満足度を上げる行動に余暇を使うものと推察

• 中小企業では、多くの産業において労働分配率が70%を超過。また、FCF

マージンも大企業対比で低く、投資余力も限定的
• 今後、効率化に向けた投資や賃上げが出来ない企業を中心に淘汰が進
む可能性

10.6 10.9 

7.0 6.8 

6.4 6.3 

2000年頃 現在 2050年頃

睡眠・食事他 仕事・家事他 余暇

余暇が
増加

仕事・家事
が減少

睡眠・食事
は一定

趣味・娯楽などへの消費

• 旅行やアウトドア活動などリア
ルな体験に加えて、VR・ARな
どのデジタル体験が広がり、
多様な過ごし方が可能に

コミュニティ、社会活動への参加

• 地域コミュニティやボランティア
などへの参加により、質的な
心の充足を求める人々が増え
る可能性

学習・自己啓発・リスキル

• 学習や自己研鑽に充てること
で新たなスキルや専門知識の
獲得を目指す、あるいは、自
分の関心のあるテーマを探求

＜余暇の過ごし方（例）＞

（注）FCFマージン＝（経常利益＋減価償却費－法人税等） ÷売上高で算出
（出所）財務省資料より、みずほ銀行産業調査部作成
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＜中小企業の労働分配率・FCFマージン＞
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人手不足を契機に労働生産性向上へと進んだ未来

68

付加価値
（実質GDP）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

労働
投入量

労働
生産性

÷

=

122 134 

438 494 

2023 2050

製造業 非製造業

197 153 

940 
758 

2022 2050

6,182 
8,786 

4,654 
6,515 

2023 2050

+10%

+13%

▲22%

▲19%

+42%

+40%

（兆円）

（億時間）

（千円／時間）

◼ 製造業は、汎用品から高機能品へのシフトを進め、中でも高
機能部品や先端素材が成長をけん引

◼ ヘルスケア・シルバーやインバウンドといった需要拡大が期
待できる市場においては、高齢化社会・人手不足といった社
会課題解決を通じたビジネス機会を獲得
（注）上記の前提となるエネルギー制約を解消

◼ 女性・高齢者、外国人労働者の更なる労働参加は想定され
るものの、人口減少により2割程度のマイナス

◼ AI、ロボットの活用により、人は、真に人がやるべき業務（高
付加価値領域）に注力。さらには生産性向上を通じて、新た
な製品、サービスが誕生
（注）一人当たり労働時間は左図では横ばいとしているが、テクノロジー活用に
より、減少のシナリオも

◼ インプットの減少、アウトプットの増加により、製造業・非製造
業ともに4割程度改善（2050年時点で、足下の世界の「中の
上」レベル）

◼ 労働需給のタイト化（＝人の希少性が向上）および高付加価
値業務が中心になることで所得は増額。また、労働時間が減
少すれば可処分時間も増加

（FY）

（FY）

（FY）

①人手不足解消を通じた新たな製品・サービス

②人材希少化社会へのシフト（人手の価値上昇）
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（注）現状は2023年時点。避けたい未来（資本投入量・TFPは横ばい、労働分配率は現状並み＝70%と仮定）、ありたき未来は2050年時点。みずほ銀行産業調査部による予測値
（出所）公開情報より、みずほ銀行産業調査部作成
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◼ モノ売りが縮小する中で、人流、物流、エネルギー、コンテン
ツなどと融合し、コト消費を取り込む。人手不足を契機とした
自動運転サービスの拡充が新たにビジネスチャンスに

モビリティ

◼ 耐熱性や導電性、低炭素性など各種特性に優れた部品・素
材がDXやGXの実現を後押し

◼ 多数の綺羅星（グローバルニッチトップ）の集合体

高機能部品・素材

◼ 空港や宿泊施設の人手不足解消を通じて受入キャパシティを
拡大し、需要を最大限獲得。並行して、新たな顧客の開拓、
観光コンテンツのIPの価値最大化など収益最大化に向けた
各種施策に取り組み、安定成長を図る

インバウンド

（兆円）

生産性向上

労働投入量の減少
成長領域

◼ 生産年齢人口による労働投入量の減少が進んだ場合（資本投入量、TFPは横ばい）、徐々に付加価値は縮小。人手不足を

契機に業務の効率化など生産性向上への取り組みを進め、さらに成長領域の獲得を図ることでさらなる成長を実現

付加価値（実質GDP）の今後の見込み

◼ 高齢化の進行に伴って需要が拡大。テクノロジーにより人手
不足を解消し、生産性の向上および欧米、中国、アジア各国
などの高齢化をビジネスチャンスに

ヘルスケア・シルバー

エネルギー制約編ご参照
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◼ 日本の労働生産性は、世界のトップ水準の6～7割程度であり、今後徐々にキャッチアップを期待

（注）労働生産性は2023年度。製造業がGDPに占める割合は、カナダ：2020年、米国：2021年、日本：2022年、イタリア・英国・フランス・ドイツ・スイス：2023年
（出所）OECD統計資料、World Bankより、みずほ銀行産業調査部作成
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日本 カナダ イタリア 英国 フランス ドイツ 米国 スイス

労働生産性（時間当たり） 製造業がGDPに占める割合（右軸）
（倍）

10%前後 15~20%

労働生産性（時間当たり）の国際比較

2050年時点
の日本の水準

（日本＝1.0）

長期
（2050年~）

中長期
（~2050年）

現状

◼ 従前より、生産性を向上させてきた
製造業に対して、非正規雇用者を
中心に就業者数を増やした非製造
業が伸び悩んだことで、他国対比
で生産性は劣後

◼ 製造業の高付加価値化や非製造
業の業務効率性の向上などを通じ
て、現状のイタリア並みの水準を目
指す

◼ ITや金融業が強い米国は、日本と

は異なる産業構造であり、ベンチ
マークとはなり難い

◼ ブランド力や高度な技術力を活か
すスイス、業務効率性に秀でてい
るドイツへのキャッチアップを展望
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◼ 2050年に向けて、日本は先進国に先んじて生産年齢人口の減少が進み、総人口に占める比率も低位となる見込み

◼ 人手不足解消に資するAI等の効率化、省人化施策が肝要だが、AIの研究開発・活用状況は他国比で限定的

（出所）両図ともに、United Nations ” 2024 Revision of World Population Prospects ” より、み
ずほ銀行産業調査部作成

G7と中国における生産年齢人口、年代別人口比率の見通し G7と中国におけるAI活用状況の比較（The Global AI Index）

（注）項目名の和訳はみずほ銀行産業調査部にて補記
（出所）Tortoise “The Global AI Index （2024）”より、みずほ銀行産業調査部作成

＜2050年における年代別人口比率の見通し＞

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳～）

＜The Global AI Index＞

✓ AIの実装、イノベーション、投資のレベルに基づき世界各国のAI競争力を評価したランキ
ング。各要素につき、全83カ国中の順位を表す

✓ AIの研究・開発状況（イノベーション）は他国比劣後。AI導入の前提となる「インフラ」の規
模では上位（5位）も、「運用環境」（AIに対する規制の状況や世論）では下位（53位）
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日本の生産年齢人口比率は他国比でも低位となる見込み
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減少率

大

小

中国
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総合
順位

人材 インフラ 運用環境 研究 開発
投資額
（政府）
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Operating 

Environment
Research Development
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 Strategy
Commercial

米国 1 1 1 2 1 1 2 1

中国 2 9 2 21 2 2 5 2

英国 4 4 17 4 4 16 7 5

フランス 5 10 14 19 6 4 9 8

ドイツ 7 3 13 8 8 11 8 9

カナダ 8 8 18 16 9 10 3 6

日本 11 23 5 53 20 14 12 14

イタリア 24 19 27 1 21 45 13 43

（位）

実装
Implementation

イノベーション
Innovation

投資
Investment
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◼ 他国に先んじて進む人手不足を機会と捉え、現場データや技術力を生かして構造転換を遂げ、さらなる成長の実現に期待

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

• 各先進国で少子高齢化が進む中、日本は他の先進国に先駆けて生
産年齢人口減少が進行。非製造業を中心に人手不足が顕在化して
おり、今後深刻化が想定

先進国を中心とした人手不足の深刻化世界で進む
環境変化

• 世界各国で人手の代替・補完に資するAIやロボットの開発が加速
• 日本は研究・開発、実装に向けた体制においてやや劣後

世界各国で加速するAI・ロボットの開発・実装

世界に先駆けて人手不足が進行（＝人手不足先進国） 人手不足ソリューションの開発・実装においてやや劣後

• AIモデルやロボットの開発には現場のクローズデータの集約やユー
ザー性能要求の的確な把握が重要となる

• 日本は製造業・非製造業とも業務設計が細分化・定型化されている
ケースが多く、動作単位でのデータ収集・構造化が比較的容易

AI進化を支える豊富な現場データ

• 人間と同じ環境で働き、対人接触を前提とするロボットに必要な性能
として、“高精度”、 “高安全性”等が挙げられる

• “高精度”、“高安全性”の技術を強みとする日本のロボット産業は、今
後ロボットの導入が進む分野で先行できる可能性

日本の
立ち位置

• 連合学習技術を用いた現場のクローズデータのス
ケール化や企業の垣根を超えた連携、さらに高い
技術力を活用し、AIモデルやロボットを開発・実装

• 開発されたAIやロボットとその実装ノウハウを活用
し、海外市場の獲得も視野に

現場データや高い技術力を活用して産業特化AI

やロボットの開発・実装を図り、海外市場獲得も

• テクノロジーを活用しつつ自社が「強み」
を持ちうる領域に重点的にリソースを集
中することで、売上最大化を図る

• 人間は人間がやるべき業務に注力し、希
少化する人手に生じるプレミアムを享受

AI・ロボットの導入により非注力領域の省力化、注力領域の強化を図り成長を継続

• 産業特化AIやロボットを活用し、業務の
徹底的な自動化・省人化・外注化を促進

• 自社にとっての非注力領域を注力領域と
する企業へのアウトソースも打ち手に
（ファブレス化の促進等）

注力領域 リソース集中 非注力領域 効率化、アウトソース

人手不足ソリューション提供産業 人手不足産業

製造業

非製造業
高精度かつ安全性の高い製品を作る技術力 製造業

各産業、各業務領域で
実装を推進

「人手不足」を取り巻く
世界の環境変化と
日本の立ち位置

日本の強み

人手不足を起点とした
成長に向けて活用
可能な日本の強み

日本産業が
取りうる戦略
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